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はじめに

　近年、地域の特色を生かしたまちづくりの要請が強い。それはまちづくりの中心的課題

が、都市への人口集中に伴う郊外部での市街化に対応することであった時代から、成熟し

た都市の時代へと移行したことによるものと考えられる。

　すなわち急速な市街化に対応するまちづくりとして、国が用意した画一的な基準、最低

限の基準によるまちづくりで対応せざるをえなかった時代から、市街化の動向も…定の落

ち着きを見、各々の地域が地域の特色を生かしたまちづくりを展開する時代に入ったとも

考えられる。

　たしかにあとで詳しく述べるように、急速な市街化の時代においても、早発指導要綱な

どの制定にみる、いわゆる要綱行政によって、国の画…的な基準にとらわれないまちづく

り行政を進めた自治体は多い。1965年の川崎市や1967年の兵庫県川西市を始めと

して、開発指導要綱を制定する自治体が1970年代前半に急激に増加し近年に至ってい

る。

　しかしこれらの要綱行政は急速な市街化動向に対して、公共公益施設などの整備が財政

的に困難な自治体がいわば緊急避難的に対応したものである。国が用意した最低限の基準

が、実際の行政を進める自治体にとって必ずしも最低限の基準とは認識されない場合に法

令を自治体の立場から補完する役割を担ったものであり、いわば自治体のネガティブな性

質の対応であった。

　開発指導要綱による行政は基本的には法的な拘束力、強制力はなく、事業者などの相手

側の自発的な協力を前提とした行政であるが、実際には開発指導要綱をもとに行政指導と

いうかたちで事業者に規制的に対応する場合も多く、国からの是正要求が何度となく出さ

れることになる。

　そのためもあって、開発指導要綱などの要綱による対応のみではなく、条例により対応

する自治体も並行して存在したが、その対応のスタンスは開発指導要綱と同じように法令

の補完的要素が強いネガティブな性質の条例が大部分であった。

　そのような法令補完型の条例は開発に関する土地利用管理、生活環境・自然環境の保

全、、歴史景観・都市景観の保全など多様なものが制定されてきた。

　しかしそのような中にあっても1980年代に入ると、法令の補完を中心的な目的とす

るのではない条例が制定されるようになる。1981年の神戸市地区計画及びまちづくり

協定等に関する条例や、1982年の「東京都世田谷区街づくり条例」、1984年の

「尼崎市環境整備条例」等である。

　…一方自然環境・都市環境に係わる環境系の条例の動きは他の分野の条例の動きとはやや

異なり、1969年号「東京都公害防止条例」、1970年の「北海道自然保護条例」、

1976年の「川崎市環境影響評価に関する条例」などのように、法令に先んじて、それ

ぞれ総合的な公害規制、自然保護、環境影響評価などの取り組みを行う動きも見られた。
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　ところで1980年代後半以降、環境系の条例を含めて、まちづくり分野の条例が積極

的な創造性や総合性を持った条例を輩出するようになる。

　すなわち各地の自治体で、無秩序な土地利用の規制、すぐれた景観の形成、良好な地域

環境の形成、環境保全、さらに住民参加の仕組みづくりなどのために独自の条例を制定す

る事例が増えている。このような条例をそれ以前の法令補完型の条例を含めて「まちづく

り条例」と総称するが、「まちづくり条例」について、これまで必ずしも…般的な定義が

示されてきたわけではない。

　　この様な状況の中で、かなりの数に上る自治体が先駆的なまちづくり条例を制定し、

新しいまりづくりの動向に対応してきた。これには2つの側面が見られる。一つは積極的

な側面で、個性あるまちづくりの実現、独自のまちづくりの実現を意図してまちづくり条

例を制定するものある。他の一つは消極的な側面で、国の法令の限界があり、これを超え

るものとしてまちづくり条例を制定するものである。

　まちづくり条例制定の動きは、国の土地基本法の制定による土地利用制限の計画的な担

保の可能性が増しまた行政手続法制定よる要綱行政の見直しの要請が強まる中で、現在急

速に進みつつある。さらに地方分権促進一括法によって、都市計画分野の事務は自治事務

として整理されたところであり、分権化の動きは都市計画法自体の改革を促している。ま

た都市計画法を地域の特性に対応した個性あるまちづくりが進められるよう改正が、20

00年の5月に行われ、政令の準備とその施行が目前に迫っている。

　したがって、都市計画法と自治体によるまちづくり条例の関係をこれからの都市づくり

のあるべき方向に整理する必要がある。
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第1章　都市計画法制の基本的な枠組みと条例

1　権利制限の公平性、平等性と必要最小限性

　これまでの都市計画法制による都市計画のあり方とそれに基づく国民への権利制限につ

いての考えは以下のようなものであったと考える。

　都市計画法制に基づく都市計画の基本的な役割は、野地的かつ具体的に図面上に定める

ものであるとともに、権利制限が課される対象は、市町村民の一部に限定されることか

ら、都市計画法は地域住民や利害関係者からの意見聴取の手続きを整備している。した

がって、行政区域の一部門対象にして限定された市町村民に対して即地的なルールを決め

る場合に都市計画はなじみやすいものであるという考えである。

　しかも法令は、国民の財産権に対する制約を課すという都市計画の枠組みから、基本的

に全国に通じる共通の枠組みを提供するものであり、公平性、平等性を確保すべきものと

されている。また国民の財産権に対する制約を課すことから、その制約は必要最小限でな

ければならないともされている。

　しかし状況は大きく変わり始めている。第一に都市計画における地方分権の推進の流れ

である。これまでの都市計画における公平性、平等性の世界から、都市づくりを地域の特

性に対応した、より多様性を認めた世界への移行である。第二に必要最小限と言う考え方

は、時代とともに必要最小限の内容が変わり、環境問題を始め住民の意識の高まりととも

に、より高い水準の最小限性へと変化して行く可能性が見えてきたことである。さらに第

三に市町村の都市計画マスタープランである「市町村の都市計画に関する基本的な方針」

の策定が多くの市町村で進められている中で、都市づくりには市町村の一部を対象とする

都市計画に限定せず、行政区域全体を対象とした市町村による一般的ルールを考える土壌

が生まれてきたことである。

　この様な状況は、従来の公平性、平等性の世界を前提として、必要最小限の権利制限を

行うという都市計画の世界からは、相対的に遠い都市づくりのテーマと考えられてきた景

観のような領域が、都市計画と具体的な接点を持ち得る時代に入ってきたと考える。

　確かに、国も1986年に都市計画中央審議会答申として「良好な都市景観の形成を目

指して」をまとめ、その中で、すでに存在した神戸市の都市景観条例が都市景観を保全す

るためのモデル的な仕組みとして取り上げている。

　しかし歴史的景観を支える文化財保護法、都市計画法の改正が1975年に行われ伝建

地区制度が創設されたり、さらに神戸市のような先駆的自治体の歴史的景観をベースとし

た都市景観条例はあるものの、…般的な都市景観に関する制度的な担保は諸外国に比べて

依然立ち後れているのが現状であると考える。

2　委任条例と自主条例

最近では、地方分権の推進に伴う1998年の都市計画法改正に関わる都市計画中央審

一4一



議会答申「今後の都市政策は、以下にあるべきか」が出され、「都市計画法制度において

特別用途地区、地区計画等により地域の実情に応じた個性的、主体的なまちづくりを実現

できるよう枠組みを活用することで規制、誘導が行われるよう、一層の改善に務める」と

言う考え方が示され、都市計画法の委任条例の世界を幅広く、柔軟な形で市町村などが運

用できるようにする方向性が示された。

　このような考え方が出される理由は幾つか考えられる。第1に国民の財産権に対する制

約にかかわる面は基本的に法令で対応すべきであり、条例での対応は法令によって委任さ

れた委任条例の枠組みで対応すべきであるとの考え方である。第2には、自主条例である

まちづくり条例の中には国の法律に基づく委任条例を制定して、それを活用すれば十分対

処できる場合が少なからずあるという状況認識があることである。

　確かに、都市計画における地方分権化の推進には、条例の世界を拡大することが必要で

あると考えられるが、委任条例の活用だけでは限界があると考える。それは単一潤的を

持った個別法を補完する条例は、単一目的の性格をもつ条例になる傾向が強いのに対し

て、今日の自治体のまちづくりは住民の多様な要求に応え、あるいは複雑化した行政課題

に応える必要があり、従来型の法令補完型まちづくり条例では限界が出てきたことによる

と考えられる。そのような法令補完型の条例の限界は法令の限界を背景に持っており、法

令の限界は国の縦割り行政という基本的な事項を背景に持っているという意味では、簡単

に軌道：修正できるものではないと考える。

　従って、都市計画の分野で条例の世界を拡大する仕組みとして3つの方向を同時に考え

る必要がある。

　第1に都市計画法・建築基準法等にもとつく委任条例の世界を幅広く、柔軟な仕組みに

することにより自治体が地域の特性に合わせた活用を図るようにする方向である。

　第2に地方自治法にもとつく自主条例である、いわゆるまちづくり条例および規則、さ

らに指導要綱の役割も考慮して、自治体独自の仕組みをつくる方向である。

　第3に都市計画法・建築基準法等にもとつく委任条例と地方自治法に基づく自主条例の

連携あるいは一体的運用の方向についてである。

3　都市計画法と条例

　都市計画の分権化の動きや都市計画への住民参加の強い要請は、平成10年！月に都市

計画中央審議会「今後の都市政策は、いかにあるべきか」（第1次答申）で示された都市

計画の地方分権の推進にあたっても、あらたにまちづくり条例を含めた条例の位置づけが

示されているところである。

　　第1次答申の前に出された中間とりまとめでは、　「いわゆる「まちづくり条例」は、

まちづくりの基本方針を定めるなど、それ自体拘束力を持たないものから、届出・勧告な

どの手段で規制・誘導を行うものなど様々な要素が含まれている」という現状認識を示し

た上で、都市計画とまちづくり条例の関係について次のように述べている。
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　「このうち、基本方針を定めたり、住：民組織を位置付けるなど、住民の積極的・主体的

参加による個性あるまちづくりを条例の制定により推進することは望ましいものと考える

が、条例による規制、誘導を行うものについては、都市計画法制度において特別用途地

区、地区計画等により地域の実情に応じた個性的、主体的なまちづくりを実現できるよう

枠組みを用意しており、基本的には、これによることが望ましいと考えられるので、これ

らを活用することで規制、誘導が行われるよう、一層その改善に努めるべきである」とし

ている。

　この考え方はこれからの都市計画と条例の関係についての整理をする考え方の一つの方

向性を示すものと考えられる。

　一方「第…次答申」は基本的な考え方は「中間とりまとめ」を踏襲していが、条例との

関係ではやや後退した記述となっている。特に都市計画とまちづくり条例の関係の整理で

は「住民の積極的・主体的参加による個性あるまちづくりを条例の制定により推進するこ

とは望ましいものと考えられる面もある」という記述に変わっているなどである。

4　都市計画法を運用する立場から見た自主条例の特徴と課題

　3に見た都市計画法と条例の関係の考え方から自主条例（まちづくり条例）の特徴と課

題が指摘されているので、それについてまとめると次のような諸点が挙げられる。

　（1）条例の適用範囲が限定されている

　（2）条例の適用対象に疑問がある

　（3）一般的・抽象的な規定が多く、行政の裁量の余地が大きい

　（4）規定されている内容に基準がない

　（5＞都市計画手続きよりも住民手続きが簡略なものがある

　（6）具体的な担保措置について実効性に疑問がある

　これらの視点から代表的ないくつかの自主条例をチェックしたものを参考として添付す

る。具体的には以下の条例である。

　　真鶴町まちづくり条例

　　掛川市生涯学習まちづくり土地条例

　　湯布院潤いのある町づくり条例

　　小樽の歴史と自然を生かしたまちぢづくり景観条例

　　船橋市環境共生まちづくり条例

一6一



まちづくり条例の特徴と課題

　まちづくり条例の特徴と課題について、上記の分類の中から具体的な事例を取り

上げて検討する。

（1）建築・開発行為について一般的な規制を行うもの

①真鶴町まちづくり条例

1）制定経緯

　・真鶴町では、昭和60年ごろからリゾートマンションの開発が急増し、特に未線引都市計画区

　域の用途無指定区域におけるものが多かった。

　・このような事態に対し、真鶴町の自然環境・景観が破壊されること、町の上水道はもともと完

　全な自主給水ができずマンション建設による人ロの急増には対応できないこと等が問題とされた。

　・このため、平成元年に町議会はリゾートマンション凍結決議を行い、宅地開発指導要綱により

　開発を抑制することとした。さらに、平成2年には「上水道事業給水規制条例」、「地下水採取

　規制条例」が制定された。

　・これらの措置は緊急避難的色彩が強かったが、平成5年に総合的なまちづくり条例として、

　「真鶴町まちづくり条例」が制定された。

2）条例の特徴

a　「まちづくり計画」及び「土地利用規制基準」の策定

　　・町の区域全体を対象として、まちづくりのマスタープランである「まちづくり計画」を定める

　とともに、「土地利用規制基準」を策定し、独自の地域区分による用途規制等を行う。また、特

　に必要がある場合は、「保全区域」又は「誘導区域」の指定を行う。

まちづくり計画 土地利用規制基準

・都市計画の目標及び方針

・土地利用の方針及び地区別整備方針

・建築物の整備・誘導の方針及び意匠

・住宅建設の誘導及び住田：：境の整備・誘導の方針

・市街地の開発及び再開発の方針

・道路、下水道その他都市施設の整備方針

・市街地整備の目標年次

・自然環境、緑地の保全及び公共空地等の整備の方針

・公害防止又は環境改善の方針

・都市防災に関する方針

・その他町が必要と認める事項

・土地利用規制に係る地区区分

・土地利用の方針

・建ぺい率・容積率

・建築物の用途の制限．

・高さの最高限度

・敷地面積の最小限度

・壁面の後退

（建設行為を抑制する区域）

誘導区域 （建設行為を誘導する区域）
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b　「美の原則」の設定

　・まちづくりに関する一般的な規範として、 「美の原則」を定めている。

美の原則

・場所　　建築は場所を尊重し、風景を支配しないようにしなければならない。

・格づけ　建築は私たちの場所の記憶を再現し、私たちの町を表現するものである。

・尺度　　すべての物の基準は人間である。建築はまず人間の大きさと調和した比率をもち、

　　　　次に周囲の建築物を尊重しなければならない。

・調和　　建築は青い海と輝く緑の自然に調和し、かつ町全体と調和しなければならない。

・材料　　建築は町の材料を活かして作らなければならない。

・装飾と芸術　建築には装飾が必要であり、私たちは町に独自な装飾を作り出す。芸術は人の

　　　　　　心を豊かにする。建藻は芸術と一体化しなければならない。

・コミュニティ建築は人々のコミュニティを守り育てるためにある。人々は建築に参加するべきであり、

　　　　コミュニティを守り育てる権利と義務を有する。

・眺め建築は人々の眺めの中にあり、美しい眺めを育てるためにあらゆる努力をしなければ

　　　ならない。

c建築・開発行為に関する住民手続等の規定

・建築・開発行為について、事前公開、協定締結、公聴会の開催、議会の審議等の調整手続を定

めていること。　　　　・　　　　　　　一

義　設　行　為　者

町

長

建設行為（一定規模以上）

一⊥・一
［亘玉コ　［i璽コー一
　　　↓　　　↓　　　近

事前協議申請

　　　　　　　　　　　　　　　↓

一一一一
m協議］

指導勧告一一
m亟垂］

説明会の開催 →隣i
　　　　関

　　　　係

　　　　者

　　　　利

　　　　害

　　　　関

　　　　係

　　　　者

　　　　一

町

民

等

L一［公聴会］ご＝＝L＿＿＿＿」
ナ

議会の議決

注）・町長は、特にまちづくりに重大な影響があると認

　　　めるときは公聴会を開催できる。

　　・町民・建設行為者は、公聴会の開催を請求できる。
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3）条例の課題

a条例の適用範囲が限定されている

　・「まちづくり計画」、　「土地利用規制基準」、「美の原則」等は、条文上は全ての建築・開発

　行為（条例では「建設行為」）に適用されることとされているが、具体的に条例による届出等の

　手続の対象となるものは、一定の大規模なものに限られており、また、自己居住用の住宅は適用

　除外とされていることから、実際の適用対象の範囲は限定されており、結果的に既存住民以外の

　開発事業者等が規制を受けることとなる蓋然性が高いのではないか。

b一般的・抽象的な規定が多く、行政側の裁量の余地が大きい

　・「土地利用規制基準」の具体的な設定、「保全区域」の指定、「美の原則」の具体的内容、公

共公益施設に係る開発者負担の範囲等について、条例の規定は一般的、抽象的であり、具体的な

内容は規則等で定められることから、実際の運用については行政側の裁量の余地がかなり大きく

なっているのではないか。

c都市計画手続よりも住民手続が簡略なものもある

　・「まちづくり計画」に係る住民手続はかなり充実しているが、「まちづくり計画」はマスター

プラン的なものであり、具体的、即地的な土地利用規制は「土地利用規制基準」で定められるこ

ととされている。この「土地利用規制基準」については、町がまちづくり審議会の議を経て定め

ることとされておりぐ特段の住民手続は定められていないことから、都市計画手続よりも住民手

続が簡略になっているのではないか。

d具体的な担保措置について実効性に疑問がある

　・違反に対する制裁措置として、公表、町の必要な協力拒否等が定められているが、このような

措置は、規制を遵守しなくとも痛痒を感じない者に対しては実効性がなく、結果的に善意で協力

する者だけが負担を強いられることになりやすいのではないか。
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②掛川市生涯学習まちづくり土地条例

　1）制定経緯

　　　・掛川市では、東海道新幹線掛川駅の新設、東名掛川インターの開設決定等を契機として、土地

　　取引の活発化による急激な地価の高騰とともに、無秩序な乱開発の恐れが顕在化した。

　　　・このため、市の立場から土地の取引、利用、開発等を規制するため、平成3年に本条例が制定

　　された。

2）条例の特徴

　aまちづくり計画協定の策定等

　・住民及び地権者と市長がまちづくりに関する協定（まちづくり計画協定）を締結することとし、

　当該協定を根拠として土地利用の規制を行う。

特別計画協定促進区域の指定　　（市長が、生涯学習土地審議会の議を経て指定）

　・市街地周辺農地等で宅地、業務用地等に転換することにより、高度な利

　　用を図るべき区域

　・耕作が放棄された農地及び適正な施業が行われていない森林等で、高度

　　な利用を図るべき区域

　・森林及び原野を農地、宅地、レクリエーション施設用地等に転換することにより、

　　有効な利用を図るべき区域

　・道路、河川等の重要な公共施設と一体的な土：地利用を図るべき区域

　・優良な農地及び森林で将来とも保全すべき区域

　・動植物の保護、史跡の保存、景観その他良質な環境として保全又は増進

　　すべき区域

　　下水道の整備及び水質の浄化を図るべき区域

　　市長がこの条例の臼的を達成するために必要と認める区域

↓

まちづくり計画案の策定　　（自治会の代表者・土地等の所有者が策定〉

　・まちづくりの目標及び方針

　・区域

　・土地利用の方法

　・その他快適で良質なまちづくりを推進するために必要な事項

　　　　　　　　　　　　　　　（自治会の代表者・土地等の所有者と市長との間で締結）
まちづくり計画協定の締結
　　　　　　　　　　　　　，　　＊土地等の所有者の10分の8以五の同意が必要

　・まちづくり計画案を推進するために必要な事項

特別計画協定区域の指定 （市長が指定）

↓

協定区域内における行為の届出・勧告等
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3）条例の課題

a　「まちづくり計画協定」の法的拘束力に疑問がある

　・「まちづくり計画協定」は、土地等の所有者の8割以上の同意があればよいこととされている

　が、このような協定が、協定に同意しなかった者や事後に土地所有者となった者を法的に拘束す

　ることができるのはなぜか。

b　「まちづくり計画協定」の内容についての基準がない

　・「まちづくり計画協定」の内容は、促進区域内の自治会の代表者及び土地等の所有者が策定し

た「まちづくり計画案」に基づくこととなるが、その具体的な内容については特段の基準が設け

られていないことから、例えば、法令による規制を上回るような規制や既存住民以外の者に実質

的に不利益となるような内容のものも可能となるのではないか。

d具体的な担保措置が不十分で実効性に疑問がある’

　・違反に対する制裁措置として、公表が定められているが、このような措置は、規制を遵守しな

くとも痛痒を感じない者に対しては実効性がなく、結果的に善意で協力する者だけが負担を強い

られることになりやすいのではないか。
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③潤いのある町づくり条例（湯布院町）

1）制定経緯

　　・湯布院町では、従来から環境保護と「町おこし」の住民運動が活発であり、昭和46年にゴルフ

　場建設阻止運動を契機として「自然環境保護条例」が、同57年には大型会員制ホテルの進出阻止

　運動を契機として「住環境保全条例」がそれぞれ制定されていた。

　　・リゾート法施行の昭和63年頃から、リゾートマンション、会．員制ホテル、分譲別荘などの建設

　計画が相次ぎ、従来の条例ではこれらに有効に対処することが困難であったことから、平成2年8

　月に「潤いのある町づくり条例」が制定された。

2）条例の特徴

a　「町づくりの方針」及び「地区の町づくり計画」の策定

　　・町長は、湯布院町の町づくりの基本理念に基づき、町づくりの目標等を定めた「町づくりの方針」

　を定める。

　　・都市計画区域内の用途地域内においては地区計画を積極的に推進することとし、その他の区域に

　ついては、「町づくりの方針」に基づき、町長が「地区の町づくり計画」を策定することができる

　こととしている。

町づくりの方針

（町長が定める）

・町づくりの目標

・土地利用

・公共・公益施設の整備

・その他必要な事項

［都市計画区域内の用途地域内］

地区計画 （都市計画法に基づく地区計画の推進）

［その他の区域］

地区の町づくり計画 （必要に応じ町長が策定）

・区域

・土地利用

・建築物の用途、形態、意匠に関する事項

・公共、公益施設

・その他必要な事項

［開発を抑制する区域］

　　・貴重な自然状態を保ち、又は学術上重要な意義を有する

　　森林、草生地、湿地、山岳、池沼等を含む地＝域のうち自然

　　環境を保存することが必要な地区

　　・歴史的又は郷土的に特色のある地域のうち、その特色を

　　保持するための自然環境を保全することが必要な地区

　　・その他、町長が特に景観保全上必要と認める地区
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b開発事業に伴う事前協議等

　・開発事業に伴う、町との事前相談、事前協議、協定締結、同意等の手続を定めるとともに、近隣…

関係者に対する説明会の開催、協議等の手続を定めており、近隣…関係者の「十分な理解」を得るこ

とが必要とされている。

町

町

長

一⊥一Ψ
事前相談

↓
事前公開　一

　　協議・報告
事前環境調査

↓

議
説明会の開催

一

事前協議

→近

指導・助言・勧告

事前協議終了通知

［響く＿隣

開発申請

検査・指導 工事完了届

厘i亟］一〉

関

係

者

一

町

民

等

・開発申請に係る審査基準については、リゾート

なり上回る基準が定められている。

　［例］リゾート・マンションに係る基準

　　・都市計画区域内近隣商業・商業地域

　　　　　空地率　　　50％以上

　　　　　高さ　　　　18m以下かつ5階以下

　　　　　壁面後退　　1m以上

　　・都市計画区域外（湯平地区の例）

　　　　　空地率　　　60％以上

　　　　　高さ　　　　18．m以下かつ5階以下

　　　　　壁面後退　　2m以上

・マンション等について、建築基準法の規制をか
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3）条例の課題

a条例の適：用対象について疑問がある

　・建築行為について、一般の建築物については一定の大規模なものに限られているのに対して、リ

　ゾートマンション等については全て対象とされているが、このような取扱いの差異は合理的なもの

　といえるのか。

b建築基準法の実質的な上乗せとなっている

　・リゾート・マンション等に関する規制は、建築基準法の実質的な上乗せとなっているが、このよ

うな規制を条例（具体的な基準は規則）で行うことができるのか。

c都市計画手続よりも住民手続が簡略なものもある

　・事業者が開発事業を行う場合の住民手続は定められているが、町が「町づくりの方針」や「地区

の町づくり計画」を策定する場合、　「開発を抑制する区域」を定める場合等については、特段の住

民手続は定めれておらず、都市計画手続よりも住民手続が簡略になっているのではないか。

d具体的な担保措置について実効性に疑問がある

　・条例違反に対する具体的担保措置としては、道路占用許可、水道供給等に関する措置と氏名等の

公表が定められているが、前者については法律に基づく事由以外の事由による措置を行うことがで

きるのか疑問があり、公表については、規制を遵守しなくとも痛痒を感じない者に対しては実効性

がないのではないか。
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（2）景観形成

③小樽の歴史と自然を生かしたまちづくり景観条例

1）制定経緯

　・小樽市では、小樽運河の埋立問題を契機として、昭和54年に小樽市歴史的建造物対策会議が設

　置され、歴史的建造物及び景観の保全対策が進められ、昭和58年には「小樽市歴史的建造物及び

　景観地区保全条例」が制定された。

　・その後、さらに運河や歴史的建造物だけでなく、自然景観の保全も含めた都市景観条例の制定を

　図るため、昭和62年に都市景観形成委員会が設置され検討が進められた結果、平成4年に「小樽

　の歴史と自然を生かしたまちづくり景観条例」が制定された。

2）条例の特徴

a歴史的建造物の登録等
　・教育委員会は、歴史的建造物として保全すべきものを登録し、そのうち特に重要と認めるものを、

　指定歴史的建造物として指定する。

　・登録歴史的建造物については、増築、修繕等の行為について届出が必要とされ、教育委員会が指

　導、助言又は勧告を行うことができる。

b特別景観形成地区及び景観形成地区の指定等

　・市長は、小樽らしい都市景観の形成を図るために特に重要な地区を特別景観形成地区に指定し、

その他の地区で都市景観の形成を図る必要がある区域を景観形成地区に指定する。

　・特別景観形成地区及び景観形成地区について、市長は地区景観形成計画及び地区景観形成基準を

策定する。

　・特別景観形成地区及び景観形成地区については、建築物の新築、増築等の行為について届出が必

要とされ、市長が必要な指導、助言又は勧告を行う。

　・特定の大規模建築物等については、特別景観形成地区及び景観形成地区以外の地区においても、

届出が必要とされる。

cまちづくり景観協定
　・まちづくり景観協議会その他の一定の地区内の住民等により構成された団体は、まちづくり景観

協定を締結し、市長の認定を受けることができる。

2＞条例の課題

a具体的な担保措置について実効性に疑問がある

　・条例違反に対する制裁措置の定めがなく、実効性が乏しいのではないか。
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③環境保全

④船橋市環境共生まちづくり条例

1）制定経緯

　・船橋市では、平成8年春に東葉高速鉄道の開通が予定され、沿線での宅地開発の増加が予想され

　ることから、都市の整備や宅地の開発と環境との調和を図り緑豊かな秩序あるまちづくりを進める

　必要があること、また、阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、緑豊：かでオープンスペースの多い災害

　に強いまちづくりを進める必要があること等から、平成7年6月に、「船橋市環境共生まちづくり

　条例」が制定された。

2）条例の特徴

a地区環：境形成計画の協議等

　・大規模な開発（！ha以上）や一定規模以上の樹林地、農地等の開発を行おうとする者は、　「環境

　形成計画」を作成して市長と協議しなければならない。

　・樹林地、農地その他の特に良好な自然環境を有する土地で開発を行う場合には、一定の基準によ

　り、緑地の保全・創出努めなければならない。

　・生産緑地と宅地化農地の整序等を図るため、一定割合以上の土地所有者の合意に基づき、市長に

　対し、必要な計画の検討について協力を求めることができる。

3）条例の課題

a具体的な担保措置について実効性に疑問がある

　・条例違反に対する制裁措置として、公表が定められているのみであり、実効性が乏しいのではな

　いか。
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第2章　都市計画関連法の委任条例とまちづくり

1　都市計画関連法と委任条例

　都市計画関連法（具体的には都市計画法と建築基準法）のなかでは、表に見るように、

建築基準法が多くの領域で委任条例に委ねていると考える。すなわち日影条例、用途地

域・特別用途地域内の建築物の敷地、構造又は建築設備の制限（いわゆる50条条例）、

都市計画区域外条例がある。それに比較して都市計画法は相対的に条例に委ねる部分は小

さく、都市計画法に関係する委任条例には5つの委任条例が存在する。すなわち風致地区

条例、地区計画条例、美観条例、特別用途地区条例、伝統的建造物群保存地区条例であ

る。しかしこのうち都市計画法のみで完結している委任条例は風致地区条例のみであり、

その他の地区計画条例、美観条例、特別用途地区条例、伝統的建造物群保存地区条例は都

市計画として決定し、建築基準法により規制を行うことになっている。すなわち都市計画

の内容について建築基準法に基づく条例にすることにより建築規制の内容となる。

　その中で事例が多く、さらに多様な活用がされているが風致地区条例、特別用途地区条

例である。

　風致地区条例については、これまで国が政令に沿って標準条例を示し、基本的には標準

条例に即した条例が多く、例外的に「上乗せ」、「横だし」などの事例が見られる。一方

特別用途地区条例については、従来都市計画法で特別用途地区の類型がメニューとして示

され、その中から地域の特性に応じて地方公共団体が選択する、いわゆるメニュー制度に

なっていた。しかし都市計画法の分権化の方向のなかで、1998年の都市計画法改正に

より、地区類型の限定が廃止されたが、その効果は現在のところ殆ど無い。

一17一



2　委任条例

（1）風致地区条例

　風致地区は、都市における風致を維持するために定められる地域地区である・風致地区

では、風致地区内における建築などの規制の基準を定める政令（「風致政令」と呼ばれて

いる。）で定める基準に従って、地方公共団体（これまでは都道府県）の条例（「風致地

区条例」と呼ばれている。）建築物の建築などに対する規制を行うことにより・風致の維

持を行うこととなっている・

　現行の政令の主な内容は以下にに示す通りである。

○制限対象行為　　　鍾

　・建築物の建築その他工作物の建設

　・宅地の造成

　・±：地の開墾その他の土地の形質の変更

　・水面の埋立又は干拓

　・木竹の伐採

　・土石の類の採取

　・都市の風致の維持に影響を及ぼすおそれのあるものとして条例で定めるその他の行為

○許可の基準例

（建築物の建築）

　・高さが、8m以上15m以下の範囲で条例で定める高さをこえないこと

　・建ぺい率が、20％以上40％以下の範囲で条例で定める割合をこえないこと

　・建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地の境界線までの距離が、ユm以上3m

　以下のの範囲で条例で定める距離以上であること

　・建築物の位置、形態及び意匠がその土地及び周辺の土地の風致と著しく不調和でない

　　こと

（宅地の造成、土地の開墾等）

　・適切な植栽を伴うものであろこと等行為後の地貌がその土地及び周辺の土地の風致と

　著しく不調和でないこと

　・その土地及び周辺の土地の木竹の生育に支障を及ぼすおそれが少ないこと

　・111aをこえる場合、条例で定めろ高さののりを生じる切土若しくは盛土又は都市の風

　致の維持上特に枢要な森林であらかじめ指定したものの伐採を伴わないこと
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　しかし、平成12年の都市計画法改正により、　「風致地区による地域の実情に応じたき

め細かな規制」で、「小規模なものについては、規制内容を決める条例の制定権限を市町

村に委譲し、地域の実情を熟知した市町村が主体となる」こととなった。

　この都市計画法改正にともなう政令改正が行われ、風致地区が拠り地域の多様性に応じ

て柔軟に活用される道が開かれた。具体的な政令改正の事項は以下の通りである。

　・規模については、地区面積10ha以上の風致地区を対象に都道府県が、10ha未満の

風致地区を対象に市町村が、それぞれ条例の策定主体となった。

　・建築物、工作物の色彩の変更に関する規制が追加された。

　・土地の形質の変更等を伴う樹木の保全又は植裁を行う場合の基準が明確化され、残存

緑地と植裁する緑地の面積の合計の割合について下限値を定め、許可基準として条例に定

めることができることとなった。許可基準は10％以上60％以下である。

　・土地の区画形質の変更における法の高さについて、開発面積lha未満を含む全ての場

合を対象に1．5メートル以上5メートル以下の範囲で定めることができることとなっ

た。

　・屋外における資材などの体積に関する規制が追加され、石材、古タイヤ等の堆積規制

されることなった。

　このような政令の改正は、従来の風致政令による標準条例にしたがった風致地区条例に

与える影響はもちろんこと、例外的に「上乗せ」、「横だし」などの規制を含めていた事

例についても影響を与えることになると考える。

一19一



（2）特別用途地区条例

　特別用途地区は、用途地域の指定の目的を基本として、これを補完するために用いる制

度である。特別の目的から特定の用途の利便の増進または環境の保護などを図るため、建

築基準法に基づき地方公共団体が地区の特性や課題に応じて定める条例で、建築物のよう

とに係わる規制の強化又は緩和を行うために定める規制である。

　従来は都市計画法で特別用途地区の類型がメニューとして示され、その中から地域の特

性に応じて地方公共団体が選択する、いわゆるメニュー制度になっていた。しかし都市計

画法の分権化の方向のなかで、1998年の都市計画法改正により、地区類型の限定が廃

止された。

　1998年の改正以前の特別用途地区指定都市の状況を見ると、301都市が条例を持

ち特別用途地区を指定していた。メニューとして用意されていた地区のうち、多く利用さ

れていたものは特別工業地区（213都市）、特別業務地区（66都市）であり、それ以

外のメニューは文教地区（18都市）、娯楽レクレーション地区（17都市）等と極めて

少ないのが実態であった。また商業専用地区のように全く使われていないメニューもあっ

た。

　1998年以前にメニューの追加が行われ、研究開発地区、中高層住居専用地区が追加

されていたが、これらも活用されていたとは言えない事例数しかなかった。

　規制内容は当然のことながら、用途制限の強化・緩和が殆どであり、内容を見ると強化

が多く、緩和はそれに比較すると少ない。また強化と緩和を組み合わせて運用している事

例も見られる。

　特別用途地区の目的が、特別の目的から特定の用途の利便の増進または環境の保護など

を図るためにあるため、実際の指定目的も共通している事例が多い。

　・住環境との調和を図り、地場産業の保護育成をする。

　・建築物の建築制限又は禁止を行い、生活環境の保全に資する。

　・環境悪化を起こすおそれのある業種を制限する。

　・周辺の住環境の保護のために、騒音・振動及び悪臭等を発生する工場を排除する。

　・沿道サービスなど流通業務施設の集中を図る。

　1998年の都市計画法改正により、地区類型の限牢が廃止され、地方公共団体が特別

用用途地区の趣旨に添ったかたちで、自由に条例の目的を設定することができるように

なったが、その事例はまだわずかである。

　特別用途地区の規制についてより詳細に見てみると、いくつかの問題点が見えてくる。

第1は特別用途地区が、その目的を用途制限の強化・緩和に限定しているが、それ以外の

規制を関連づけてできないのかという課題である。特に建築物の規模との関係が大きい。

これは建築総画法の50条条例の関係する項目でもある。　また建築紛争との関係で、単

一の建築物を禁止することのみを目的とする場合が事例としてあり、そのような特別用途

地区の運用に関する懸念が平成12年12月に国が示した都市計画運用指針のなかで述べ
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られている。

　また近年の特別用途地区の実態調査によると次のようなことが概要として示されてい

る。

　1）ほとんどの特別用途地区が第1種から第3種と分かれており、特別業務地区は5種

　　　に分かれている。

　2）用途制限を強化するものが75％以上を占めており、緩和は20％弱、強化と緩：和

　　　をいあつ対として決めているものが5％程度を占めている。

　3）ほとんどの指定目的は共通しており、上位3位は以下のようである。

　　1　住環境との調和を図り、地場産業の保護育成をする

　　2　建築物の制限又は禁止を行い、生活環境の保全に資する

　　3　環境悪化を引き起こすおそれのある業種を制限する

　4）規制の強化・緩和対象となる用途地域は、準工業地域が最も多く、以下工業地域、

　　　住居地域と続き、当然のことながら用途の混在が懸念される用途地域に多い
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　　　　　一（特別用途地区）実態調査の集計結果概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ
　特別用途地区（都市計画法第8条第1項第2号）において、建築基準法第49条に基づく条例における用
途制限の強化（第1項）及び緩和（第2項）の内容、第50条に基づく条例の制限概要について、下記の内
容についてアンケートを実施した。

1アンケート内容

　●アンケート対象：都道府県は3県、特定行政庁は全部で256市（町）を対象。

　●実施時期　　　：平成10年8月

　●主な設問項目　：・建築基準法第49条条例（特別用途地区条例）について

　　　　　　　　　　　特別用途地区の種類、種類を区分した名称、用途制限の強化及び緩和の内容、

　　　　　　　　　　　条例公布・施行時期、一部緩和を行っている場合の緩和内容

　　　　　　　　　　・建築基準法第50条条例について

　　　　　　　　　　　条例公布・施行時期、条例による制限の概要

2アンケート集計結果
　（1）’建築基準法第49条条例における用途制限等の内容について

　●条例公布・施行時期　：公布と施行時期はほとんどのケースが同じ年月日に実施されているが、若

　　　　　　　　　　　　　干の市町村で異なっている。例えば、公布s51年で施行はH5年、公布s

　　　　　　　　　　　　　54年で施行H1年などのケースがある。

　●特別用途地区の種類　：特別工業地区が232件（約60％）と最も多く、特別業務地区が82件（約21

　　　　　　　　　　　　　％）と続いている。商業専用地区は1件も無い。

　●特別用途地区の種類の：ほとんどの特別用途地区が第1種から第3種と分かれており、特別業務地

　　区分　　　　　　　　区は第5種まで分かれている。

團条例公布・施行時期別内訳 （　）は、割合を示す

昭和20年代 昭和30年代 昭和40年代 昭和50年代 昭和60年～ 平成7年～ 不明 計
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●用途制限の強化・緩和：用途制限を強化が291件（76．4％）で最も多く、緩和は70件（18．4％）、

　　　　　　　　　　　　　　強化及び緩和は20件（5．2％）となっている。

●特別用途地区の指定の：ほとんどの指定目的は共通しているが、上位5位は以下の通りである。

目的
－
義
2
つ
9
4
5

●強化・緩和対象の用途：用途地域別にみると

　地域　　　　　　　　　占め、以下、工業地域約19％、第1種住居地域約15％と続く。

　　　　　　　　　　　　　　　（強化或いは緩和の対象になる用途地域は、489件となった。これは、複数の用途

　　　　　　　　　　　　　　地域にかかるケースがあるため、特別用途地区別の381件より多くなっている。）

住環境との調和を図り、地場産業の保護育成をする。

建築物の建築制限又は禁止を行い、生活環境の保全に資する。

環境悪化を起こすおそれのある業種を制限する。

周辺の住宅環境の保護のため、騒音・振動及び悪臭等を発生する工場を排

除する。

沿道サービスなど流通業務施設の集中を図る。

　　　　　　　、準工業地域を対象とするものが最も多く約34％を

住中

渚p
層絹

ﾄ�

露
唾
工
業
�

教
�

売
店
舗
�

娯1
yシ
@シ…

Nン
�

髪
�

鋼
業
務
�

’
計
�

高
灘
�

璽
獄
�

2
穫
�

業
導
紹
� 瑚
工
鍛
�

1
魏
�

2
穫
�

3
魏
�

4
種
�

教
�

書
獄
�

2
援
�

3
種
�

斑
儀
舗
�

量
種
�

2
撹
�

務
漸
�

生
�
楽
レ
ク
�

1
穫
�

2
租
�

3
種
�

光
�
1
穏
�

2
種
�

3
繊
�

鋼
業
務
�

1
租
�

2
穫
�

3
覆
�

4
積
�

5
激
�

究
闘
兜
�
数
�

奮
霧
）

化� � � � � 0� 4� 4� 2� � � � � � � � � � � � �
� � � � � � 7� 1� 2� � � � � 9壌� 6．4

化
・
緩
翻
�

和� � � � � 7� � � � � � � � � � � � � � � � � �
� � � � � � � � � � � 0� 8．4

化及� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � 0� ．2

� � � � � 46� 5� 5� 3� � � � � � � � � � � 3� � � � � � h�2� 1� 2� � � � � 81� ◎o．◎
低住� � � � �

．6壌

低往� � � � �
．4肇

中高� � � � � � � � � � � 6�
．27

中高� � � � � � � � ．25
｛主� 3� � � � � � � � � � � � � 3�

4。9

往� � 1� � � � i　1� �
，�

� � � � 2� 59

化
・
緩
和
対
象
の
驚
途
地
域
�

住� �
「量1

�
� � � 6�

．η

瀦� 8� h
き
�

� � � � � � � � � 8�
．73

業� � � � � ��
　望�

� � � � �

一｝雪

P1� �
才辮�

8�
．73

工� � � 3� 4� 4� � � � � �
�
2！W�2� � � � 66�

3．9

鑑� 8� 0� ◎� � � � � ��
� � 2�

8．8

専� � � � � � � 2�
．45

� � � � � 97� 6� 6� 4� � 9� 412� � � � � � � 8� i　6� � 達� � 　璽� 4　11� 2� � 　葉� � 89� 0◎

嘉層階住居専用

　　醤溺工業

　　　文教

　　小売店鰯

　　事覇斎

　　　淳生
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●緩和内容

　○用途地域：第1種住居地域が58件（約44％）と最も多く、次いで第2種住居地域が26件（約20

　　　　　　　％）となっている。第1種低層住居専用地域、第2種低層住居専用地域、工業地域お

　　　　　　　ける緩和はない。

　○施設用途：織物染色業（繊維工業、裁縫、縫製業、い草の染色等を含む）を営む工場における緩

　　　　　　　和が最も多い。上位3位は以下の通りである。

　　　　　　　　　　1　織物染色業を営む工場における緩和　47件

　　　　　　　　　　2　ホテル・旅館の建築の緩和　　　　　16件

　　　　　　　　　3　陶磁器関連産業を営む工場の緩和　　10件

　○緩和内容：次の3つの項目のいずれかに該当する。

　　　　　　　　　　1　作業場における合計床面積の制限緩和　104件

　　　　　　　　　2　原動機の合計出力の制限緩和　　　　　87件

　　　　　　　　　3　緩和により建築することができる　　　31件

●特別用途地区別の各建築物に対する強化・緩和内容

強化・緩和の件数
特別用途

n区の種類

■　　o　　　　o

ｭ化

　●

ﾉ和

蟹
泥
及
び
緩
和

強化・緩和の内容

中高層階住

署齬p
5 0 0

・rスポーツ・遊興施設」で全て禁止の制限をしている建築物があるが、

蜚ｼ（店舗事　務所等、車庫等、工場、危険物）で一部禁止の制限をし

ﾄいる。

特別工業 173 50 9

・「住宅」は一部又は全ての禁止件数が30件以上と多く、　「スポーツ・

V興施設」「公益的施設」「危険物」では全て禁止が多い。

E「工場」は、一部禁止、一部緩和の件数が多い。

文教 14 0 0

・「店舗事務所等」　「スポーツ・遊興施設」は、全て禁止の件数が多い。

E「住宅」以外は全て一部禁止があり、特に「公益的施設」の件数が多い。

小売店舗 2 0 0

・全ての建築物に全て禁止があるが、　「車庫等」　「工：場」　「危険物」は、

ﾁに件数が多い。

事務所 0 0 1

・「公益的施設」　「店舗事務所等」　「車庫等」　「工場」は全て禁止が多い。・法令で建てられない建築物を一部緩和している。

厚生 1 0 1

・「公益的施設」　「店舗事務所等」で全て禁止、一部禁止の規制をしてい

驕B

娯楽け獲狛ン 6 11 6

・「佳宅」　「スポーツ・遊興施設」は全て禁止が多い。

E「店舗事務所等」　「スポーツL遊興施設」は全て、又は一部緩和してい

驕B

観光 10 3 3

・「公益的施設」「スポーツ・遊興施設」は全て禁止が多い。

E「店舗事務所等」で全て緩和、「スポーツ・遊興施設」で一部緩和して

｢る。

特別業務 77 5 0

・「住宅」　「公益的施設」　「スポーツ・遊興施設」　「工場」で全て禁止の　　　　　　　　　碑規制している。

E「車庫等」　「工場」では、全て、又は一部緩和している。

研究開発 3 韮 0

・「スポーツ・遊興施設」は全て禁止が多い。

Er店舗事務所等」で一部緩和が多い。
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（2）建築基準法第50条条例について

●制限内容：次にあげる制限内容が上位5位となっている。

1
2
2
4
戸
0

開口部の制限

建築物原動機基礎の分離

遮音効果のある構造

内部に壁・天井を設置

換気設備の設置

77件

74件

74件

20件

11件

目用途地域別内訳

第1低住第2低住第1中高第2中高　第1住　　第2住　　準住　　　近商　　　商業　　　準工　　　工業　　　工専

件数 0 0 8 5 58 26 13 17 2 2 0 1

割合 0．0％ 0．0％ 6．1％ 3．8％ 43．9％ 19．7％ 9．8％ ！2．9％ L5％ 1．5％ 0．0％ 0．8％

9．8％

43．9％

璽第1中高

■第2中高

口第1住

醗第2住

口準住

圏近商

■商業

國準工

□工専
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（3）美観地区条例

　美観地区条例は市街地の人工的な建築美を維持するために、建築物の建築、色彩変更、

屋外広告物の表示・掲出等の規制を行うことを目的としている。具体的な規制は地方公共

団体が条例を決めておこなう。

　現在6公共団体17地区での指定がなされているが、条例を制定しているのは沼津市、

京都市、倉敷市の3市のみで、いずれも市町村である。

　京都市は京都市市街地景観整備条例により、御所、二条城等の都市計画で定める美観地

区内において、良好な都市計画の形成及び保全並びに貴重な文化的資産である市街地景観

を継承するため、建築物の絶対高さ制限等を定めている。

（4）地区計画条例

　地区計画条例は地区計画で建築物の用途、形態、意匠等に関する計画を定め、さらに、

地区計画条例で当該制限を定めることにより、風致、景観の優れた地区を保全することを

目的としている。

　現在161都市で条例を制定していおり、全てが市町村による条例となっている地区計

画条例については多くの研究がなされているのでここではこの程度にしておく。

（5）用途地域・特別用途地域内の建築物の敷地、構造又は建築設備の制限に関する条例

　　　（いわゆる50条条例）

　用途地域・特別用途地域内の建築物の敷地、構造又は建築設備の制限に関する条例（い

わゆる50条条例）は、ある地域に、用途地域又は特別用途地区を指定するにあたり、用

途規制のみでは目的を達し得ない補完的な制限を課する必要がある場合に定めるものであ

る。

　50条条例は昭和34年の建築基準法改正により新設された規制であるが、制定当時に

おいては法律によってカバーされていなかった分野、具体的には、容積率制限、敷地の最

低敷地規模規制、隣地斜線制限、北側斜線制限等については、解釈上は昭和34年当時に

おいては50条条例により対応可能であったといえる。しかしそれらの規定が、その後、

全国的に適用される普遍性を有する規制と認識され、法定化されるに伴い、50条条例の

対象から外されていったと考えることができる。

　現在の活用状況は、特別用途地区条例と結ぶっく者が多く、近年では全国的に60近い

50条条例が制定されているが、その殆どが建築物の構造又は建築設備に関するものであ

り、同時に特別用途地区条例が定められている。

　本条例は、周辺環境への影響を…定レベルで抑えるための制限を規定するに適：したもの

である。
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○地域特性等に対応したまちづくりのための主な制度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　健築基準法による規制を行うもの）

1．都市計画として決定をし、建築基準法により規制を行うもの

　　　　　都市計画が直ちに建築規制の内容となるもの

　　　　　　　特定街区

　　　　　　　高度地区

　　　　　　　高度利用地区

　　　　　都市計画の内容について建築基準法に基づく条例とすることにより建築規制の内容

　　　　　　となるもの

　　　　　　　地区計画等

　　　　　　　美観地区

　　　　　　　特別用途地区

　　　　　　　伝統的建造物群保存地区

2．建築基準法に基づく条例を定めることにより、建築基準法に基づく規制として行うもの

　　　　　　　　日影条例（法第56条の2）

　　　　　　　特別用途地区条例（法第49条）

　　　　　　　用途地域・特別用途地区内の建築物の敷地、構造又は建築設備の制限
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法第50条）

　　　　　　　都市計画区域外条例（法第68条の9）

　　なお、他に、建築協定があう。　（建築確認対象ではない）

3．都市計画として決定し、それぞれの法律で対応するもの

　　　　　　　風致地区（都市計画法）

　　　　　　　歴史的特別風土特別保存地区（古都保存法）　等
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景観に関する規制誘導方策のイメージ図

誘　導

（誘導・助言）

（届出・勧告）

（民事上協定）

（確　　　認）

（許　　可）

規　制

／
＼

景観条例・要綱等

地区計画　（地区整備計画）

護寒山璽鑛塗．画条例）

　　風致地区条例

○屋外広告物条例

＼

♪

建築基準法で
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（参考） 各種まちづくり制度の概要及び実績

制度名 根拠怯令等 昌　的　及　び　概　要 実績（H6．3．31）

博定街区 都市計画法第8条、9 容積率の割増しと設計の自歯度の拡大により、当該地区にお ユ9公共団体
条 いてふさわしい良好な環境と健全な形態を有する建築物の建 99地区
建築基準法第60粂 築を可能とし、さらに有効な空地を確保することで都市機能 183ha

に適応した適正な街区を形成し市街地の整備改善を図ってい
く。

用度地区 都市計画法第8条、9 市街地の環境を維持し、又は±地利用の増進を図るため、建 ユ54都市
条、建築基準法第58粂 築物の高さの最高限度又は最低限度を定める。 299，661ha

喬度利用地区 都市計画法論8条、9 建築物の敷地等の統合の促進、小規模建築物の抑制、敷地内 222回忌団体
条 の有効空地の確保を図るとともに、容積率等を緩和し、土地 615地区
建築基準法第59粂 の高度利用と都市機能の更新を行う。 1，255ha

地区計画 都市計画法第12条の4 建築二等の形態、公共施設等を詳細に定め、良好な環境の各 457公共団体
建築基準法第68条の2 街区を整備し、保全する。 1633地区：

47，163ha

菱観地区 都市計画法第8条、9 市街地の人工的な建築美を維持するため、建築物等の建築、 5公共団体

条 色彩変更、屋外広告物の表示・掲出等の規制を行う。 16地区
建築基準法第68粂 1，365ha

特別用途地区 都市計画法第8条、9 地区の特別な昌的のために、都市計画で特別用途地区を定め 250公共団体
条、建築基準法第49条 用途規制を条例で定める。 36，816ha

伝統的建造物群 文化財保護法第83条 伝統的建造物群が周囲の環境と一体をなして形成している歴 20公共団体
保存地区 都市計画法第8条 史的風致を維持するため、伝統的建造物群の位置、形態、意 24地区

建築基準法第85条の2 匠等の特性について、周囲の環境と併せて保存する。 342ha

B影条例 建築基準法第56条の2 条例で定めた適用区域内においてぐ中高層建築物による日影 77公共団体
時間の上限を定める。　（規制値は、法律のメニューから条例

で選択する。）

ε0条条例 建築基準法第50条 用途地域又は特別用途地区を指定するに当たり必要な敷地、 54公共団体
構造又は建築設備に関する補完的な制限を条例で定める。

都市計画区域外 建築基準法第68条の9 都市計画区域外において、条例により、接道規制、容積率、 5公共団体
条例 建築物の高さなどについて、必要な制限を定める。 （H7．3．31）

～

建築島定 建築基準法第69条～第 住民の合意により、建築基準法により定められた建築物に関 2，714地区

77条 する制限を強化する建築協定を制定し、特定行政庁がこれを

認可する、

風致地区 都市計画法第8条、9 丘陵、樹林、水辺下等の自然的要素に富める土地、郷土的意 227公共団体
条、58条 義のある土地、樹木に富める住宅地等を含む良好な自然的景 739地区

観を維持するため、建築行為等の規制を行う。 165，173ha
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建築規制における条例の役割

ユ　条例の基本的位置付け

（ユ）憲法における条例

　　憲法第94条は・「地方出過体の擁」として「地方今共団体は・～迭匙鎧置

　厳条例を制定することができる。」と規定していることから、条例制定権には、法

　律に反してはならないという限界があるものの、特に法令に明示又は黙示の禁止規定

　がない限り、法律による特別の委任を待たず条例を制定できるものとされている。

（2）地方自治法における条例

　　地方自治法諺ユ4条は、　「普通地方公共団体は、　　こ　　しえい　　に・いて第

　2条第2項の事務に関し・条例を制定することができる。」1と規定し、憲法第94条

　中の「法律」が法律そのもののみではなく政省令等の行政命令を含む趣旨であること

　を明らかにするどともに、建築規制に係る事務が同条第3項第ユ8号に規定されてい

　ることと併せて、建築規制に係る普通地方公共団体の条例制定権を認めている。

（3）条例の一般的限界

①地理的な適用範囲が普通地方公共団体の内部に限定

形式的に、普通地方公共団体の区域を越えて適用される国法の下位に立つ。

②　普通地方公共団体の権能に属す事務に係るもののみに条例制定権が限定

　建築規制に係る普通津方公共団体の事務については、地方自治法第2条第3項第

ユ8号が「法律の定めるところにより」と規定していることから、法律の定めると

ころに従ってのみ処理し得ることを規定したものと解する行政実例及び法制意見が

ある。　（この点については異論あり。）

③内容について「法令の範囲内」に限定

　一定の事務に関して規律する法令が存在し、かっ、明白に法令の限界を定める規

定を欠いている場合、当該事務に関する条例が法令に違反するかどうかは、両者の

対象事項及び規定文言のみでなくそれぞれの趣旨、目的、内容及び効果を比較し、

相互に矛盾抵触があるか否かを判断する必要があるとされている。　（最大判昭和5

0年9月ユO目）

　一方、学説の一般的傾向として、既存法令と対象を同じくする規制を条例により

定める場合、当該法令の趣旨からより厳しい規制内容を特に排除していない限り、

地方の実情に応じて別段の規制を定めるいわゆる上乗せ条例は適法であると解され

ている（立法例としても、大気汚染防止法、騒音規制法等明示の規定で上乗せ条例

を認めているものもある。）。
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2　建築基準法における条例の位置付け

　建築基準法（以下「法」という。）のうち集団規定（第3章）に係る条例の規定とし

　ては以下のものがあるが、本稿においては、③のいわゆる50条条例を中心に法におけ

　る条例の位置づけを検証する。

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦

接道義務に関する制限付加条例（法第43条第2項）

特別用途地区条例（法第49条第ユ：項・第2項）

用途地域における建築物の敷地、構造又は建築設備に関する条例（法第50条）

二二条例，（法弟56条の2第ユ項）

美観地区条例（法第68条）

地区計画条例（二藍68条の2）

都市計画区域外条例（法第68条の9）

（ユ）用途地域における建築物の敷地、構造又は建築設備に関する条例（いわゆる50条

　条例）

　①法認50条の制定経緯
　　・昭034　の　　　’　　正に　　、特別用途地区内の建築制限の緩和条例の規

　　定（法第49条第2項）とともに雛されたものであり、用途地域又は特別用途：地

　　区の指定の目的に必要な建築物の敷地、構造又は建築設備に．関する制限を地方公共

　　団体が条例で定めることができることとしたもの。

　　・昭和34年当時、用途地域は4種類（住居地域・商業地域・準工業地域・工業地

　　域）しかなく、このほか2種類の専用地区（住居専用地区・工業専用地区）制度及

　　び特別用途地区制度が設けられていたものの、これらの地域地区に伴う直接の規制

　　手法としては用途に係る規制しか規定されていなかったため、個別問題についてき

　　め細かく有効に対処することが困難であったこと、公害問題自体が非常に地域性が

　　強いため、当時法令で一律に規制手法及びその選択の範囲を規定することが技術的

　　に困難であったことから、個々の建築物から発生する公　の、　　　公　・　が

　　　　1で　　1　　こ　がで　　よ㍗　’琵　のr　　　の　　　　’　ま　　第

　一化したもの。　（「建築基準法の一部を改
　正する法律の公布について」昭和34年5月29付建設省住宅局長通達）。

②本条例の制限内容

　・ある地域に、用途地域又は特別用途地区を指定するに当たり、一
　　・　’し1オい　ウ冠．1　を課する必要がある場合に定めるもの。

　・1　　　に’いてま　　に　　　バー　　　いオかっこ　　、具体的には、容積

率制限、敷地の最低規模規制、隣地斜線制限、北側斜線制限等については、解釈上

は昭和34年当時においては50　鴻　1に　　・、　こ　　・　で　つたと言え

るが、サの整　　　　　　に”い、全国的に適用される普遍性を有する規制へと変

質し、当該　1の　　か　は　　℃いったものと解されるのではないか。

・現在の活用状況は、。特別用途地区条例と結びつくものが多く、平成6年3月末現

在においては全国で59制定されているが、そのほとんどが建築物の構造又は建築

設備に関するものであり、同時に特別用途地区条例が定められている。
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・本条例の貝的は、＿眉辺環壌への影響のレベルを一定に掬えるための制限を規定す

ることは適切なものであり・公害防止以外にも活吊は可能と解され1る9．

（2）特別用途地区条例

　①法第49条の制定経緯
　　・本条の規定は、地方の特殊性、産業の特殊性等により基本となる用途地域による．

　　規制のみではきめ細かな対応が困難である楊合を想定し、圧一
　　凱度として昭和25年法制定時に設けられたもの。

　　・制定当初は制限の付加のみが規定されてい，たが、昭034　の　　正こ
　　　　　の　　　　　　　してl　　　　　　　　lの1　　が●泊力された。

②本条例の制限内容

　・法第49条第ユ項においては規制の対象を「建築物の建築の制限又は禁止」と規

　定しているが、その内容は、里途艶を意味するものと解されている。

　・また、このことから、特別用途地区の指定に伴い必要な　の　の　　こついては

　いわ　　50　　1に委ねられていると解されている。
　・さらに、制限の付加・緩和の幅については、特別用途地区制度がベースとな．る用

　途地域を排除するものではないことから、具体的に指定されている一
　に餌　しオい納　内でているとともに、制限を付加する場合においては法第48条

　の規定と同様の例外許可制度を設けるべきとされている（「用途地域等の決定と建

　築行政について」昭和47年ユ0月25飼付建設省住宅局長通達）。
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（参考）　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

〇　現行制度における市町村条例による蔑制の付加・緩和

特別用途塘区条例
（法49条）

地区計画条例

（法68条の2）

美観地区条例
（法68条）

　特別の費的からすろ土地利用の増進、秦境の保護等を図ろため特別月途培区を指

定し、条例を制定すろことにより、用途二二の制限の付加や二二を行うことができ
ろ。

　地区計画で建築物の用途、形態、意匠等に闘すろ計画を定め、さらに、地区計画

条例で当該制限を定めろことにより、風ゑ：、景観の優れた地区を保全することがで
きろ。

美観地区については、地方公共団体の粂例で、市街地の美観の保持のために必要

な制限を定めることができろ。

○　上記丁丁の具体例

特別用途地区

�

・瀬戸市は幽強ll延鯉端　寒賎建翻適により、小田妻の都市計画で定
ﾟる特別工業地区（用途地壊は住居系）内において、帯揚産業として伝統的家内工業の

H場が住宅・店舗等と共存している陶滋器製造業を保護しつつ住民の生活奏境の保全を

@　　　　桝滋翌｛ゆの」浩・貯　に掛よ｝　籔麦　ぴ》れに”　　岬宴▼所箏鏡　の図ろため、

嚏�fの　　φ傷　し　　警　び塁　箏は懐出　　の山｝搬浩　よ｝こ　　佐塵壮鷺
ま　自律　箏一く〉の建　訊　等軸　　｝こ　箏の　ヤ・けていろ。

・草津町は翻〔緯光地．三士薬郵により、草津町の都市計画で定めろ観光地区（

p途地誠は住居系）内において、国際的な混泉地であろ草津町の悪幹産婁である襯光産
ﾆ（旅館業）を保護するため、ホテル　ま　館の建蒙の　叫跨和していろ。・東京都は鑛欝条豹舅により、東京都の都市計画で定めろ文教地区（

p途地域は商業地瓦等）内において、東京大学等の教育・研究・文化施設が立地してい

?地域の文教霊境を維持保全すろため、ホテル　　、｝　　一ウの聡”ぬに曜、

敵　　．樟害し　は　’↓乱　お　　が山　建　　の　　議　けしていろ。

地区計画条例 長崎市は置募蚕齢1画・　拓↓’ミh下灘鐡腿に・るり腱艇籔更
翌ﾉより、例えば長崎市の都市計画で定めろ地区計画の中のウッディヒル矢上地区整備

v画の区域内においては、住宅開発が行われている矢上ニュータウンの緑化、街区の美

ﾏの向上、良好な居住豪境の維持・増進を図ろため、　ケ　　茨　　ケ門司　の　　↓

�ｵ、屋根の形状を切妻造等の勾配のあろものとすろ等の制隈を付加している。

美観地区条例 京都市は裂塵一　’地　　　　　　　により、御所、二条城等の都市計画で定めろ美
ﾏ地区内において、良好な都市環境の形成及び保全並びに貴重な文化的資産である市街
nの景観を謎蔑するため、　　7敵のφ　　　　　箏を定めていろ。

○　市町村条例の制定状況（平成6年3月末現在）

特別用途地区条例

地区計面条例

美襯地区条例

！3ユ都市で条例制定（東京都区部を除き市町村条例により制定）

161都市で条例制定（全て市町村条例により制定）
2都市（沼津市、京都市）で条例制定（全て市町村条例により制定）
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第3章　都市計画法改正と条例：事項の拡大

　分権推進…括法にもとつく都市計画法の改正が平成11年度に実現し、国と自治体との

間の分権化、すなわち官官の分権化が図られた。さらに平成12年度の都市計画法の抜本

改正により都市計画における都道府県と市町村の関係の明確化および住民参加の促進が図

られた。

　都市計画における集権的あり方から分権的あり方への変化は、都市計画が国民の財産権

に強い制約を課すという基本的性格から全国的な公平性・平等性を第1とする考え方か

ら、地域の実情を踏まえた多様性・選択性をも加味したものへと変化することを意味して

いる。

　現実に平成12年の都市計画法改正は条例への委任を法律上明らかにしている部分が拡

大している。

　第1に「線引き制度及び開発許可制度の地域に応じた柔軟性の確保」の中では次のよう

な項目がある。

　①「市街化調整区域内における開発許可の立地基準の合理化」の項で、許可しうる開発

　　行為を区域を定めて可能にする場合、条例などの慎重な手続きを経て定める必要があ

　　るとしている。

　②「開発許可の技術基準への地域性の反映」では「地方公共団体が、条例によって強化

　　し、又は緩和することを許容する必要がある。また、地方公共団体が、条例によって

　　に最低敷地規模に係わる基準を追加することも許容する必要がある。」

　　としている。

　第2に「既成市街地再整備のための新たな制度の導入」の項では次のような項目があ

る。

　「地区計画制度の改善」で、「地権者等から市町村に対して積極的に地区計画等の案を

申し出る際の要件や時期等をも、市町村ごとに条例で定め、早い段階から地権者等の参画

を可能にすることにより、地区計画等の策定の一層の促進を図るべきである。」としてい

る。

　第3に「自然的環境や景観など都市環境の保全のための制度の充実」の項では次のよう

な記述がある。

　①「風致地区による地域の実情に応じたきめ細かな規制」で、「小規模なものについて

　　は、規制内容を決める条例の制定権限を市町村に委譲し、地域の実情を熟知した市町

　　村が主体となる」こととしている。

②非線引き都市計画区域のうち用途地域が指定されていない区域における特定の用途の

　　建築物の規制の導入」では、いわゆる「自地地域」における「特定用途制限地域」の

　　創設を図ることとし、都市計画では制限すべき用途の概要を定めることとし、具体

　　的な建築制限は、建築基準法に基づく条例で定めとしている。
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　第4に「都市計画システムの合理化等」の項では次のような指摘がある。

　「都市計画手続きと条例との関係の明確化」で、「都市計画手続きについて、都道府県

又は市町村が、法律の規定に違反しない限りにおいては、条例で、必要な規定を定めるこ

とができる旨を明記すべきである。」としている。この場合手続きの簡素化は出来ないも

のとしている。

　　委任条例を幅広く、柔軟な形で自治体が運用できるようにする考え方とは、法令を中

心とした秩序化の中で地方分権を進めるものである。都市計画法の4つの委任条例（風致

地区条例、特別用途地区条例、美観条例、地区計画条例）のうち、すでに特別用途地区制

度が改正され、また風致地区制度、地区計画制度も平成12年2月の都市計画中央審議会

の答申で柔軟化の方向性が示され、風致地区についてはこれまで・都道府県に委ねられてい

た風致地区条例の制定権限が小規模なものについては市町村に権限が移行された。また地

区計画については引き続き建築審議会で議論されている。
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都市計画法改正の概要

第1市街化区域と市街化調整区域との区分制度及び開発許可の基準に係る改

　　恒等

一　市街化区域と市街化調整区域との区分に関する都道府県による選択制の導

　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　二

　市街化区域と市街化調整区域との区分（以下「区域区分」という。）を原

則として都道府県が選択することができることとし、都市計画区域につい

て無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図るため必要があるときは、

都市計画に、区域区分を定めることができるものとする。ただし、次に掲

げる都市計画区域については、・区域区分を定めるものとする。

（1）　次に掲げる土地の区域の全部又は一部を含む都市計画区域

　①首都圏整備法に規定する既成市街地盤は近郊整備地帯

　②近畿圏整備法に規定する既成都市区域又は近郊整備区域

　③中部圏開発整備法に規定する都市整備区域

（2）　（1）に掲げるもののほか、大都市に係る都市計画区域

　　　　　　　　　　　　（都市計画法第7条第1項及び附則第3項関係）

（注D　区域区分を定める大都市に係る都市計画区域としては、政令指定市

　　の全部又は一部を含む都市計画区域を考えている。（政令事項）

（注2）これまで、市街化区域及び市街化調整区域に関する規定は、当分の

　　問1三大都市圏の既成市街地及び近郊整備地帯等を含む都市計画区域

　　並びに三大都市圏の都市開発区域、新産業都市、人口10万以上の市

　　等を含む都市計画区域で建設大臣が指定するものにおいて適用され

　　ていた。

二　都市計画区域の整備、開発及び保全の方針等

1　区域区分を定めた都市計画区域について定めることとされていた市街化

区域及び市街化調整区域の整備、開発又は保全の方針を改め、全ての都市

計画区域について、都市計画に、当該都市計画区域の整備、開発及び保全

の方針を定めるものとする。

　　　　　　（都市計画法第6条の2第1項、第7条第4項及び第13条第1
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項第1号関係）

（注）　これまでは、都市計画区域のマスタープランともいえる・f整備、開

　　発又は保全の方針」は、区域区分の指定と連動していたため、区域区

　　分をしていない都市計画区域には、マスタープラン的なものはなかっ

　　た。

2　都市計画区域の整備、開発及び保全の方針には、次に掲げる事項を定め

　るものとする。

　（1）・都市計画の目標

　（2）　区域区分の決定の有無及び当該区域区分を定めるときはその方針

　（3）　（2）に掲げるもののほか、土地利用、都市施設の整備及び市街地開発

　　事業に関する主要な都市計画の決定の方針

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第6条の2第2項関係）

（注1）都市計画の目標としては、都市づくりの理念、将来の人口、産業、

　　市街地の規模等が考えられる。

（注2）市街化区域及び市街化調整区域の整備、開発又は保全の方針に関し

　　ては、定めるべき事項は都市計画法上明示されていなかった。

3　都市計画区域について定められる都市計画は、当該都市計画区域の整備、

開発及び保全の方針に即したものでなければならないものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第6条の2第3項関係）

4　都市再開発法の規定による都市再開発の方針、大都市地域における住宅

及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法の規定による住宅市街地の開

発整備の方針、地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進

　に関する法律の規定による拠点業務市街地の開発整備の方針並びに密集市

街地における防災街区の整備の促進に関する法律の規定による防災再開発

　促進地区を市街化区域及び市街化調整区域の整備、開発又は保全の方針と

　独立した都市計画とし、都市計画には、これらの方針（防災再開発促進地

　区は防災再開発の方針と改称）のうち必要なものを定めるものとする。

　　　　　　（都市計画法第7条の2及び第13条第1項第3号から第6号ま

　　　　　　で）
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　　　　（注D’これらの方針等については、それぞれの根拠法において、市街化区

　　　　　　域及び市街化調整区域の整備、開発又は保全の方針において定めるこ

　　　　　　ととされていた。

　　　　（注2）　「必要なもの」とは、それぞれの根拠法において定めることが義務

　　　　　　づけられている場合及び都道府県が根拠法に基づき判断する場合が

　　　　　　ある。

5　都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に関する都市計画並びに都市

再開発の方針、住宅市街地の開発整備の方針、拠点業務市街地の開発整備

の方針及び防災再開発の方針に関する都市計画は、都道府県が定めるもの

　とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第15条第1項関係）

（注）　これまでも、市街化区域及び市街化調整区域の整備、開発又は保全

　　の方針等は都道府県が定めることとされていた。

三　開発許可の基準等に係る改正

1　開発許可の技術基準（都市計画法第33条）に係る改正

（1）　開発許可の技術基準の条例による強化又は緩和

　地方公共団体は、その地方の自然的条件の特殊性等を勘案し、環境の保

全、災害の防止及び利便の増進を図ることが困難であると認められ、又は

環境の保全、災害の防止及び利便の増進上支障がないと認められる場合に

おいては、条例で、政令で定める技術的細目において定められた制限を強

化し、又は緩和することができるものとする。

　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第33条第3項及び第5項関係）

（注D　「自然的条件の特殊性」とは、例えば、地形や地質条件、積雪等の

　　気候条件等が考えられる。

（注2）制限の強化、又は緩和は政令で定める基準に従って行うこととされ

　　ており、具体的には宅地の防災・安全に関する技術的細目は、緩和の

　　対象外となること等を規定することを考えている。

（注3）条例を定めるのは、都道府県でも市町村でも可能であるが、開発第
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可の事務の全部を処理することされていない市町村が条例を定i動る

ときは、あらかじめ、都道府県知事と協議し、同意を得なければなち

な糖こととされている。（次の（2）の条例も同じ。ジ

（2）建築物の敷地面積の最低限度に関する基準の条例による追加

　地方公共団体は、良好な住居等の環境の形成又は保持のため必要と認め

る場合においては、条例で、開発区域内において予定される建築物の敷地

面積の最低限度に関する制限を定めることができるものとする。

　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第33条第4項及び第5項関係）

（注D制限については、政令で定める基準に従って行うこととされており、

　　具体的には住宅の敷地面積の最低限度は、2∞㎡を超えないこと等を

　　規定することを考えている。

（注2）建築物の敷地面積の最低限度については、地区計画等でも定めるこ

　　とができる。

2　開発行為の立地基準（都市計画法第34条）に係る改正

　市街化調整区域における次に掲げる開発行為を許可対象に加えるものと

する。

（1）　市街化区域に隣接即する土地の区域内における一定の開発行為

　　市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ、自然的社会的諸条件から市國

　街化区域と一体的な周常生活圏を構成していると認められる地域であっ

　ておおむね50以上の建築物が連たんする地域のうち、一定の基準に従

　い、都道府県の条例で指定する土地の区域内において行う開発行為で、

　予定建築物等の用途が、開発区域及びその周辺の地域における環境の保

　繰上支障があると認められる用途として都道府県の条例で定めるものに

　該当しないもの

　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第34条第8号の3関係）

（注毛）市街化調整区域に係る開発行為については、開発許可ができる要件

　　が限定列挙されており、その要件に該当しない場合、許可することが

　　できないこととなっている。

（注2）対象となる区域は、地理的状況等も勘案し、市街化区域に準ずる区
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　　・域として、市街化区域と一体的な日常生活圏を構成している区城と考

　　えられる。市街化調整区域には、原則として用途地域は定めなぴため、

　　条例により、即戦の保全上支障がある用途を排除することとしている。

（注3）　「一定の基準」は政令で定めることとされているが、具体的には、

　　．災害のおそれのある区域等は条例で指定する区域に含まないことを

　　規定することを考えている

（2）市街化を促進するおそれがない等と認められる条例で定める開発行為

　　開発区域の周辺における市街化を促進するおそれがないと認められ、

かつ、市街化区域内において行うことが困難i又は著しく不適当と認めら

れる開発行為として、一定の基準に従い、都道府県の条例で区域、目的

又は予定建築物等の用途を限り定められたもの

　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第34条第8号の4関係）

（注1）開発区域の周辺における市街化を促進するおそれがないと認められ、

　　かつ、市街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認め

　　られる開発行為については、これまでも開発審査会の議を経て個別に

　　許可の対象としていたが、建聖的に許可しうるものについてはべ条例

　　で区域、用途等を明確にすることにより、開発審査会の議を経なくと

　　も許可することができるようにするもの。対象となるものとしては、

　　農家の分家住宅、市街化調整区域内における収用対象事業の代替建築

　　物等が考えられる。

（注2）　「一定の基準」は政令で定めることとされているが、具体的には、

　　災害のおそれのある区域等は条例で指定する区域に含まないことを

　　規定することを考えている

3　開発許可を受けた土地以外の土地における建築等の制限に係る改正

　市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ、自然的社会的諸条件から市街

化区域と一体的な日常生活圏を構成していると認められる地域であってお

おむね50以上の建築物が連たんする地域内に存する土地で市街化調整区

域に関する都市計画が決定され、又は市街化調整区域が拡張された際すで

に宅地であった旨の都道府県知事の確認を受けた土地において行う建築等

について、許可不要の取扱いを改め、市街化調整区域のうち開発許可を受

けた開発区域以外の区域内における建築等の制限の合理化（2（1）の開発行
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為に準じて、建築許可を受けることができるよう政令において措置する予

定）を行うものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第43条第1項関係）

（注）　市街化調整区域では、開発許可を受けた開発区域外の建築等につい

　　ては、原則として都道府県知事の許可が必要であるが、市街化調整区

　　域が定められた際等に既に宅地であった旨知事の確認を受けた土地

　　における建築等については建築許可が不要とされていた。このため、

　　周辺地域における環境の保全上支障がある用途の建築物が建築され

　　ることがあったため、許可を要することとしたものである。

第2　良好な環境の確保のための制度の充実

一　風致地区に係る改正

　風致地区内における建築i物の建築等の行為について、地方公共団体の条

例で、都市の風致を維持するため必要な規制を定めることができるものと

する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第58条第1項関係）

（注D　風致地区は、都市の風致を維持するために定める地区で、条例によ

　　り、高さや建ぺい率等の基準を設け、建築等の行為について許可制と

　　することができる。

（注2）これまで、条例を定めることができるのは都道府県とされていた。

　　また、政令により、許可権者は都道府県知事又は指定市或いは中核市

　　の長とされているが、今回の改正に合わせ政令の改正も検討している。

二　特定用途制限地域制度の創設

1　特定用途制限地域の指定

　　都市計画区域については、都市計画に、用途地域が定められていない土

地の区域（市街化調整区域を除く。）内において、その良好な環境の形成又

は保持のため当該地域の特性に応じて合理的な土地利用が行われるよう、

特定用途制限地域を定めることができるものとし、特定用途制限地域に関
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する都市計画については、位置、区域のほか、制限すべき特定の建築物等

の用途の概要を定めるものとする。

　　　　　（都市計画法第8条第1項第2号の2及び第3項第2号ホ並びに

　　　　　第9条第14項）

（注1）制限すべき特定の建築物その他の工作物の用途としては、例えば、

　　教育施設に隣接する風俗営業施設や住宅地周辺の王場等が考えられ

　　る。

（注2）用途地域内で、用途地域の指定を補完し、用途制限の強化又は緩和

　　を行う制度としては、特別用途地区制度がある。

2　特定用途制限地域内における建築行為等に対する制限

　　特定用途制限地域内における建築物の用途の制限は、当該特定用途制限

地域に関する都市計画に即し、地方公共団体の条例で定めるものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建築基準法第49条の2関係）

（注）　条例は、政令で定める基準に従い定めることとされているが、その

　　具体的内容は、既存不適格建築物について一定の範囲内で増改築を行

　　うもの等について、条例で定める制限の適用の除外に関する規定を置

　　くことを考えている。

三　用途地域の指定のない区域内における容積率、建ぺい率等の合理化

1　用途地域の指定のない区域内の建築物の容積率の限度は、十分の五、十

分の八、十分の十、十分の二十、十分の三十又は十分の四十のうち、特定

行政庁が土地利用の状況等を考慮し都道府県都市計画審議会の議を経て定

めるものとするとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　（建築基準法第52条第1項第6号関係）

2　用途地域の指定のない区域内の建築物の建ぺい率の限度は、十分の三、

十分の四、十分の五、十分の六又は十分の七のうち、特定行政庁が土地利

用の状況等を考慮し都道府県都市計画審議会の議を経て定めるものとする

，とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　（建築基準法第53条第1項第4号関係）
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（注D　「特定行政庁」・とは、建築主事を置く市町村の区域にづいては、当

　　該市町村長をいい、その他の市町村の区域については都道府県知事を

　　いう。

（注2）市町村に市町村都市計画審議会が置かれている場合は、都道府県都

　　市計画審議会ではなく、市町村都市計画審議会の議を経ることとされ

　　ている。

（注3）これまでは、特定行政庁が特に定めない場合く用途地域の指定のな

　　い区域内では、容積率は十分の四十、建ぺい率は十分の七とされてい

　　た。今回の改正で、特定行政庁がいずれかの数値を定めなければなら

　　ないことされ、また、定められる数値の範囲もより低いものまで可能

　　とされている。

3　その他用途地域の指定のない区域内において、道路斜線制限、隣地斜線

制限及び日影規制の合理化を行うものとする。

　　　　　　（建築基準法第56条第1項第1号及び第2号、第56条の2第

　　　　　　1項並びに別表第3及び第4関係）

（注）　特定行政庁の定め、又は条例の指定により、用途地域の指定のない

　　区域内における道路斜線制限等の制限内容を、住居系用途地域並にす

　　ることができることとするものである。

第3　既成市街地の再整備のための新たな制度の導入

商業地域における特例容積率適用区域制度の創設

1　特例容積率適用区域の指定

　　商業地域については、建築基準法に規定する特例容積率適用区域（適正

な配置及び規模の公共施設を備えた土地の区域において、当該区域内の土

地の高度利用を図るため、同法の規定による建築物の容積率の限度からみ

て未利用となっている建築物の容積の活用を促進する必要がある場合に限

　る。）を定めることができるものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第8条第3項第2号2関係）

（注で）　「特例容積率適用区域」とは、建築基準法の規定により特別の容積
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　　率を適用することができる区域。

（注2）　r適蕉な配置及び規模の公共施設」とは、土地の高度利用を図る上

　　で十分な公共施設かどうか等の観点から判断される。

（注3）　味利用となっている建築物の容積の活用を促進する必要がある場

　　合」とは、建築物個別の理由により容積が活用できていない敷地があ

　　り、かっ、区域全体としては高度利用を図る必要がある場合と考えら

　　れる。　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　一

（注4）敷地間で容積率の配分をすることが可能な既存の制度としては、特

　　定街区、地区計画（容積の適正配分）、速急建築物設計制度等がある。

2　特例容積率適用区域内における建築行為に対する制限

　（1）特例容積率適用区域内の二以上の敷地に係る土地について所有権又は

　　借地権を有する者等は、当該敷地について一定の利害関係を有する者の

　　同意を得て、特定行政庁に対し、当該二以上の敷地（以下「特例敷地」

　　という。）に適用される特別の容積率（以下「特例容積率」という。）の

　　限度の指定の申請をすることができるものとする。

　　　　　　　　　　　　（建築基準法第52条の2第1項及び第2項関係）

（注）　　「一定の利害関係を有する者」とは、特例敷地の土地の所有者、借

　　地権者又は登記した先取特権、質権若しくは抵当権を有する者等が考

　　えられる。（政令事項）

（2）特定行政庁は、申請に係る特例容積率の限度が、特例敷地における建

築物の利用上の必要性、周囲の状況等を考慮してふさわしい容積を備え

た建築物が建築されることによりそれぞれの特例敷地の土地が適正かっ

合理的な利用形態となるよう定められていることその他の要件に該当す

　ると認めるときには、特例容積率の限度を指定するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　（建築基準法第52条の2第3項関係）

（注）　特例敷地の容積の合計がそれぞれの敷地で可能な容積の合計以下で

　　あること、それぞれの敷地の特例容積率の限度が既存の建築物の容積

　　率以上であること等も要件とされる。

（3＞　特定行政庁は、（2）の指定をしたときは、遅滞なく、特例容積率の限

度その他の事項を公告するとともに、一般の縦覧に供さなければならな
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いものとする。

（建築基準法第52条の2第4項）

　　（注1）　公告によって、（2）の指定の効力が生じる。

　　（注2）公告する事項は、指定に係る特例容積率、特例敷地の位置等を縦覧

　　　　　する場所が考えられる。（省令事項）

（4）　特例敷地内の建築物については、（2）の指定による特例容積率の限度

　を、建築基準法第五十二条第一項各号に掲げる数値とみなして、同条の

規定を適用するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　（建築基準法第52条の2第6項関係）

（5）特例敷地である土地について所有権又は借地権を有する者は、その全員

の合意により、特例容積率の指定の取消しを特定行政庁に申請すること

ができるものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建築基準法第52条の3関係）

（注）　指定の申請と同様、一定の利害関係者の同意も必要となる。

二　都市施設に係る立体的な都市計画の決定手法の導入

1　都市施設を整備する立体的な範囲等の決定

　道路、河川等の都市施設については、適正かつ合理的な土地利用を図る

ため必要があるときは、当該都市施設の区域の地下又は空間について、当

該都市施設を整備する立体的な範囲を都市計画に定めることができるもの

　とし、地下に当該立体的な範囲を定めるときは、併せて当該立体的な範囲

からの離隔距離の最小限度及び載荷重の最大限度を定めることができるも

　のとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第11条第3項関係）

（注1）都市施設について都市計画で定める事項は、通常の場合、都市施設

　　の種類、名称、位置及び区域等である。

（注2）立体的な範囲を定めることができる都市施設は、道路、河川、下水　．

　　道等が考えられる，，（政令事項）

一48一



　　　　（注3）離隔距離は、施設の区域の立体的な範囲から上方向への距離であり、

　　　　　　載荷重はの最大限度は、離隔距離に応じて定めることが可能とされて

　　　　　　いる。

　　　　（注4）建築物の建築制限に関係するため、都市計画図書に立体的な範囲を

　　　　　　表示するにあたっては、建築しようとする者がその範囲や離隔距離を

　　　　　　容易に判断できるようなものとすることとされている。

2　地下に立体的な範囲を定めた場合における建築許可の対象行為の特例

　　離隔距離の最小限度及び載荷重の最大限度が都市計画に定められている

都市計画施設の区域内において行う行為であって、当該離隔距離の最小限

度及び載荷重の最大限度に適合するものについては、都市計画施設等の区

域内における建築物の建築に係る許可を要さないものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第53条第1項第4号関係）

（注1）都市計画施設の区域内において建築物の建築をしょうとする者は、

　　原則として、都道府県知事の許可を受けなければならないが、区域は

　　平面的に定められるため、例えば、地下深くに施設が計画された場合

　　であっても、地上の建築物の建築にあたっては許可が必要であった。

（注2）許可を要さないものであることの証明は都道府県知事が行い、建築

　　確認時に確認を受けることとなっている。

3　立体的な範囲を定めた場合における建築行為の許可基準の特例

都市計画施設等の区域内において許可される建築物の建築行為として、都

市計画施設の区域について都市施設を整備する立体的な範囲が定められて

いる場合において、当該立体的な範囲外において行われ、かつ、当該都市

計画施設を整備する上で著しい支障を及ぼすおそれがないと認められるも

のを加えるものとする。ただし、当該立体的な範囲が道路である都市施設

を整備するものとして空間について定められているときは、安全上、防火

　上及び衛生上支障がない場合に限るものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第54条第2号関係）

（注わ　都市計画施設等の区域内の建築行為について、都道府県知事が許可

　　しなければならないものとしては、都市計画施設等の都市計画に適合

　　するもの、階数2以下で地階を有さない木造建築物等に限定されてい

　　た。
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（注2）道路の場合のみ、政令で定ある場合に限るこ。とを要件とするのは、

　　建築基準法による道路内建築制限の緩和を受ける際の要件とされて

　　いることと整合を図るためである。

三　地区計画の決定要件に係る改正

　地区計画を定めることができる±：地の区域を再整理し、次のいずれかに

該当する土地の区域について定めることができるものとする。

（1）　用途地域が定められている土地の区域

（2）用途地域が定められていない土地の区域のうち次のいずれかに該当す

　るもの

　①住宅市街地の開発その他建築物若しくはその敷地の整備に関する事業

　　が行われる、又は行われた土地の区域

　②建築物の建築又はその敷地の造成が無秩序に行われ、文は行われると

　　見込まれる一定の土地の区域で、公共施設の整備の状況、土地利用の

　　動向等からみて不良な街区の環境が形成されるおそれがあるもの

　③健全な住宅市街地における良好な居住環境その他優れた街区の環境が

　　形成されている土地の区域

　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第12条の5第1項関係）

（注）　これまで地区計画を定めることができるのは、市街化区域及び市街

　　化調整区域のうちそれぞれ一定の要件に該当する土地の区域であり、

　　区域区分を行っていない都市計画区域の扱いが不明確であった。今回

　　の改正では、用途地域が定められている区域では全ての区域で、また、

　　用途地域が定められておらず土地利用の基本的方向が定まっていな

　　い区域では一定の要件に該当する区域で定めることができるように

　　措置するものである。

四　建ぺい率制限の合理化

　隣地境界線から後退して壁面線の指定等がある場合において、当該壁面

線等を越えない建築物で、特定行政庁が安全上、防火上及び衛生上支障が

ないと認めて許可したものの建ぺい率は、その許可の範囲内で、建築基準

法第五十三条第一項から第三項までの限度を超えるものとすることができ
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るものとする9

（建築基準法第53条関係）

（注D壁面線は、街区内における建築物の位置を整えその環境の向上を図

　　：るために必要があると認める場合に特定行政庁が指定するもので、建

　　築物の壁若しくはこれに代わる柱、高さ2mをこ．える年若しくはへい

　　は壁面線をこえて建築してはならないこととされている。

（注2）密集市街地において、壁面線の指定等により連続的な空地が確保さ

　　れる場合に、安全上や防火上の措置を講ずることにより建ぺい率制限

　　を緩和し、協調的な建替えを促進するものである。

第4　都市計画区域外における開発行為及び建築行為に対する規制の導入

準都市計画区域制度の創設

1　準都市計画区域の指定

　（1）市町村は、都市計画区域外の区域のうち、相当数の住居その他の建築

　物の建築又はその敷地の造成が現に行われ、又は行われると見込まれる

　　一定の区域で、当該区域の自然的及び社会的条件並びに農業振興地域の

　整備に関する法律その他の法令による土地利用の規制の状況を勘案して、

　　そのまま土地利用を整序することなく放置すれば、将来における都市と

　　しての整備、開発及び保全に支障が生じるおそれがあると認められる区

　域を、準都市計画区域として指定することができるものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第5条の2第1項関係）

（注1）都市計画区域外であっても、既存集落周辺や幹線道路沿線、高速道

　　路のインターチェンジ周辺等において、開発行為や建築行為が集積し、

　　周辺での交通渋滞の発生、用途の無秩序な混在等の問題が発生してい

　　る区域があり、都市計画区域に準じて、必要な土地利用規制が行える

　　ようにする必要があると考えられるため、準都市計画区域制度を創設

　　しょうとするものである。

（注2）都市計画区域は都道府県が定めるが、準都市計画区域は、地域の実

　　情に応じた土地利用の規制を眼目とする区域であることの理由によ

　　り、市町村が定めることとされている。
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（注3）農業振興地域の整備に関する法律以外の土地利用の規制に関する法

　　令としては、森林法、自然公園法、自然環境保全法等がある。

（2）市町村は、準都市計画区域を指定しようとするときは、あらかじめ、

市町村都市計画審議会（当該市町村に市町村都市計画審議会が置かれて

いないときは、当該市町村の存する都道府県の都道府県都市計画審議会）

の意見を聴くとともに、都道府県知事に協議し、その同意を得なければ

ならないものとする。

　　　　　　　　　　（都市計画法第5条の2第2項から第5項まで関係）

（注1）市町村都市計画審議i会は任意設置であり、平成12年1月現在、1，766

　　市町村で設置されている。

（注2）都道府県知事への協議及び同意は、将来における都市としての整備、

　　開発及び保全の必要性の判断並びに開発許可や建築確認の事務との

　　関連等のために必要とされている。

2　準都市計画区域内における都市計画の決定

　（1）　準都市計画区域については、都市計画に、用途地域、特別用途地区、

　　第2の二に規定する特定用途制限地域、高度地区健築物の高さの最高

　　限度を定めるものに限る。）、美観地区、風致地区及び伝統的建造物群保

　　存地区を定めることができるものとする。

　　　　　　（都市計画法第8条第2項及び第3項第2号ト並びに第13条第

　　　　　　3項関係）

（注D　準都市計画区域については、地域地区のうち、用途制限や景観の維

　　持に係るようなものを定めることができることとされている。

（注2）準都市計画区域で定めることができない地域地区は、高度利用地区、

　　特定街区、防火地域又は準防火地域、駐車場整備地区等である。また、

　　都市施設及び市街地開発事業は定めることができない，，

（2）　準都市計画区域については、都市計画は市町村が定めるものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第15条第1項関係）

（3）市町村は、準都市計画区域について都市計画を決定しようとするときは、

　市町村都市計画審議会（当該市町村に市町村都市計画審議会が置かれて
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いないときは、当該市町村の存する都道府県の都道府県都市計画審議会）

の議を経るとともに、都道府県知事の意見を聴かなければならないもの

とする。また、都道府県知事による意見の申出は、都道府県が定め、又

は定めようとする都市計画との適合を図る観点から行うものとする。

　　　　（都市計画法第19条第1項、第2項、第5項及び第6項関係）

（注）　市町村事務に対する都道府県の関与の視点を明瑚ヒするため、都道

　　府県知事の意見の申出については、その基準を明示している。

3　準都市計画区域内における開発行為又は建築行為に対する制限

（1）　準都市計画区域内における開発行為に対する制限

　準都市計画区域内における一定規模以上の開発行為について都道府県知

事の許可を受けなければならないこととし、開発許可の技術基準（都市計

画法第33条）を適用するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第29条第1項関係）

（注1）　一定規模；とは、3，000㎡以上を考えている。（政令事項）

（注2）準都市計画区域の開発許可にあたっても、公共団体の条例による基

　　準の強化、又は緩和は可能である。

（2）準都市計画区域内における建築行為に対する制限

　準都市計画区域内における建築基準法第6条第1項第4号に規定する建

築物の建築については建築主事の確認を受けなければならないこととする

とともに、建築基準法第3章（第8節を除く。）の規定を適用するものとす

る。

　　　　　　　　　　　　　　（建築基準法第6条及び第41条の2関係）

　　　（注望）準都市計画区域（市町村長が都市計画審議会の意見を聴いて指定す

　　　　　る区域を除く。）内において建築物を建築しようとする場合、都市計

　　　　　画区域内の建築物と同様、建築確認の対象となる。

　　　（注2）また、準都市計画区域においては、都市計画区域と同様、建築基準

　　　　　法第3章のいわゆる集団規定の適用がある。

　　　　　〔建築基準法〕

　　　　　第3章　都市計画区域等における建築物の敷地、構造及び建築設備

　　　　　　第1節　総則

一53一



第2節　建築物又はその敷地と道路又は壁面線との関係

第3節　用途地域

第4節　建築物の面積、高さ及び敷地内の空地

（第5節　防火地域）

第6節　美観地区

（第7節　地区計画等の区域）

　　（　）については、準都市計画区域では定めることができな

　・い地域地区のため実質的に適用されない。

二　都市計画区域及び準都市計画区域外の区域内における開発許可制度の適用

　都市計画区域及び準都市計画区域外の区域内において、一定規模；以上の

開発行為について都道府県知事の許可を受けなければならないこととし、

開発許可の技術基準（都市計画法第33条）を適用するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第29条第2項関係）

（注1）都市計画区域外で行われている大規模開発の中には、アクセス道路

　　等の公共施設が不十分なため交通渋滞を引き起こしたり、防災工事が

　　不適切で法面崩壊が起きたりという問題が発生している例があるた

　　め、一定規模以上の開発行為については、全て許可に係らしめること

　　としたものである。　　　　　・

（注2）一定規模以上とは、1ヘクタール以上を考えている。（政令事項）

第5　都市計画決定手続の合理化二

一　都市計画の案の作成における都道府県と市町村の役割の明確化

　市町村は、必要があるときは、都道府県に対し、都道府県の定める都市

計画の案の内容となるべき事項を申し出ることができるものとする。また、

都道府県は、都市計画の案を作成レようとするときは、関係市町村に対し、

必要な資料の提出その他必要な協力を求めることができるものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第15条の2関係）

（注で）これまでは、都道府県が走める都市計画の案の作成に関して、市町
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　　村との関係を定めた規走は存在しなかったも・

（注2）この規定により、例えば、市町村の都市計画に関する基本的な方針

　　が定められている市町村の都市計画区域について、都道府県が都市計

　　画区域の整備、開発及び保全の方針を定める場合、その方針を尊重す

　　るよう市町村が申し出ることが可能である。

二　地区計画等に対する住民参加手続の充実

　市町村は、都市計画法第16条第2項の条例において、住民又は利害関

係人から地区計画等に関する都市計画の決定若しくは変更又は地区計画等

の案の内容となるべき事項を申し出る方法を定めることができるものとす

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第16条第3項関係）

（注0　地区計画等の案は、条例で定めるところにより、その案に係る区域

　　内の土地の所有者その他利害関係者の意見を求めて作成することに

　　なっているが、住民等から地区計画等の決定やその案について、申し

　　出ることは、制度的に用意されていなかった。

（注2）地区計画等とは、地区計画、住宅地高度利用計画、再開発地区計画、

　　防災街区整備地区計画、沿道地区計画及び集落地区計画をいう。

三　都市計画の案の縦覧の際の理由書の添付

　都道府県又は市町村は、都市計画を決定しようとするときは、当該都市

計画の案を、当該都市計画を決定しようとする理由を記載した書面を添え

て、公衆の縦覧に供するものとする。

（都市計画法第17条第1項関係）

（注）　現在も省令により都市計画を定めた理由は計画書に附記することと

　　されているが、法律上明確化するために規定するものである。

四　都市計画決定手続の条例による付加

　都道府県又は市町村は、住民又は利害関係人に係る都市計画の決定の手

続に関する事項（都市計画法第16条及び第17条の規定に反しないもの
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　　に限る。）について、条例で必要な規定を定めることができるものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第17条の2関係）

　　　　　（注）　例えば、縦覧期間を延長するとか、公聴会を必ず開催する等の規定

　　　　　　　を定めることが考えられる。

五　都市計画に関する知識の普及及び情報の提供

　　　国及び地方公共団体は、都市の住民に対し、都市計画に関する知識の普

　　及及び情報の提供に努めなければならないものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第3条第3項関係）

（注）　類似の規定を持つ法律としては、「食料・農業・農村基本法J（平成

　　11年法律第106号）等がある。

　食料・農業・農村基本法

　第16条第2項国は、食料消費の改善及び農業資源の有効利用に資す

　　るため、健全な食生活に関する指針の策定、食料の消費に関する知識

　　の普及及び情報の提供その他必要な施策を講ずるものとする。

第6　その他所要の改正を行うものとすること

　　自然的環境に対する配慮

　　　都市計画を定める場合、当該都市又は地域における自然的環境の整備又

　　は保全に配慮しなければならないこととする。

　　　　　　　　　　　　　　　（都市計画法第13条第1項及び第3項関係）

　　　　　（注）　自然的環境の整備とは、公園・緑地の整備等が考えられる。

二　開発行為に係る公共施設管理者の同意等の観点の明確化

　　　開発許可を申請する者から協議を求められた公共施設管理者等が、恣意

　　的な判断で協議に応じないこと等を防ぐため、協議の観点を法律上明確に

　　することとする。
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図一1

法改正後の区域地域概念
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図一2

都市計画区域に係る新旧比較
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　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の

　　：　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　！
　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
　　ニ　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　ノ
ー　1脚ξ鰯論罪鷹　騨圏一・』一一騨・・．鴫　’顧’脚一7・

　　　　　　　　●

　　　　　　　　■
　　　マスタープランを策定

（都市計画区域の整備、開発及び保全の方針）



図一3

開発許可制度の改正

【現　　行】

i開発行為の技術基準について、全i
…国一律の基準を適用　　　　　　　…

市街化区域

、．．…▲．＿．…

市街化調整区域

遭
未線引き

都市計画区域

・市街化調整区域は厳しい立地規制

・その中で市街化区域に隣接又は近接する一定

の既存集落等の区域内の既存宅地の建築行為

は許可不要（不適当な利用も制限不可）

都市計画区域外

㌦一一
・都市計画区域外には開発

許可制度は適用されず

【改正後】

…、開発行為の技術基準について、地域の実情に応じ、条例で強化又は緩和が可能
i条例により、敷地面積の最低限度の制限も可能

市街化区域

市街化調整区域

区域区分を定

めない

都市計画区域

条例で強化又は緩和が可能
…
…
…

準都市 その他の

計画区域 区域

飼

・条例の定めるところにより、市街化区域に隣接又

は近接する一定の既存集落の区域内の環境の保全

上支障のない建築物のための開発行為が許可対象に

・既存宅地における建築行為も同様の取扱い

（許可制に移行）

・都市計画区域外にも

開発許可制度を適用
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図一4

都市施設の立体的な範囲の決定

（地下に定める場合のイメージ）

灘耀域… i灘灘

．
□
、
ロ
ロ
．

　建築にあたり

　許可が必要

（木造2階建等以外

許可されるかどうか

不確定）

　　実際の施設整備の範囲

（都市計画決定では明示されない）

．
口
、
［
］
、
□
。

建築にあたり

許可不要

▽騨の最大限度

叢糠の¢
諾蜘’　くく、　識澱

施設整備の立体的範囲

（都市計画決定で明示可能）
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図一5

特例容積率適用区域制度

轍 適用区域のら定（都市計画）

　　　　対象区域要件

　　　　・白白地域

　　　　・適正な配置及び規模の公共施設を備えていること

　　　　・当該区域内の土地の高度利用を図るため、指定容積率の限度からみて、未利
　　　　　用となっている建築物の容積の活用を促進する白蔓があること

伊京 のB定の　主

　　　　申請者
　　　　・区域内の2以上の敷地に係る土地ついて所有権、地上権若しくは賃借権を有する

［＝＝獲薩＝＝コ（特定行政庁）

指定要件
・それぞれの特例敷地の指定容積率の限度による容積の合計を、特例容積率による

容積の合計が超えないこと

・特例敷地内に現存する建築物の容積率以上であること

・それぞれの特例敷地の建築物の利用上の必要性、周囲の状況等を考慮して、それ

　ぞれの敷地にふさわしい容積を備えた建築物が建築されることにより．敷地の土地

　が適正かつ合理的な利用形態となるよう定められていること

・指定容積率を超える場合は、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないこと

指定の公止 （特定行政庁）

・特例容積率の限度、特例敷地の位置その他の事項を公告するとともに

図書を備えて、一般の縦覧に供する

・指定の効力は、公告によって生ずる

・公告されたときは、特例敷地内の建築物については、特例容積を適用する。

（イメージ）

特例敷地A指定容積率400％→特例容積率で◎0％
特例敷地B指定容積率400％→特例容積率700％

B

（
．
．
．
・
．

V“

c
月
7
．
，

A

　　護

翻ili

∠＿響

敷地A、Bの敷地面積は同じとする
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図一6

用途地域の日定のない区　における 1の し

都市計画区域

用途地域

O接道規定

○用途制限

O容積率制限

　1000～50％

o建ぺい率制限

80～30％

O斜線制限

　・道路斜線

　　∠1．5、∠1．25

　・隣地斜線

　　31zn十∠2．5、

　　20m十∠1．25

　・北側斜線

薯 用途地域の指定のない区域

r…・・……現行　…・……ニ…、

iO接道規定　　　　　　　　i

iO容積率制限　　　　　　　　i

i　原則400％　　　　　　　　i

・i（引下げ可300、200、100％傘1）i

lO建ぺい率制限　　　　　　l

l　原則70％　　　　　　　　　l

l（引下げ可60、50％＊1）　　　　l

iO斜線制限　　　　　　i

i　・道路斜線　　　　　　　i

l　　∠1．5　　　　　　　　　　：

i　・隣地斜線　　　　　　　i

i　　31m十∠2．5　　　　　　i

r…・・…………　見直し

io接道面定
一”一．ら櫛●“’聯噺’u

日影規制＊2

対象：高さ10m超

測定面：4血

5斑ラインの時間：4h、5h

O容積率制限

　選択400、300、200、100、囮％啄「i

O建ぺい率制限

　選択70、60、50、囮％承1

o斜線制隅

　・道路斜線

　．選択∠：L5、論れ

　・隣地斜線曹

　　選択31m＋∠2．5、

Om十∠1．25象1

○日影規制象2

対象：　高71n超又は3階以上

　　　篇さ10拠超

測定面：國勉
51nラインの時間：匪L4h、5h

し＿．＿．一．＿＿．＿．．＿．の。一．＿一一．一一J　　　L。＿一＿．一一．＿。．＿．一。＿一＿．一＿．一，＿一．．。一一．」

〔コ内は見直．しによる変更点

＊1特定行政庁が都市計画地方審議会の議を経て指定

＊2地方公共団体が条例で制限
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図一7

準都市計画区域制度 及び都市計画区域外における開発許可の適用

■都市化が見込まれる一定の区域について、市町村が「準都市計画区域」　（仮

　称）を指定し、用途地域等の土地利用に関する都市計画を決定

■都市計画区域及び準都市計画区域外の一定規模以上の開発行為について、新
　たに開発許可制度を適用

＜現 ’行〉 ＜新 設〉

都市計画区域
ゴ　の　の　のののロのりのの　　　のコののののの　の　の　のののり　りののの　　　り　ののりへ

i．一体の都市として総合的に整備し、開i

iし、及び保全する必要がある区域　　i

㌔．．の。。●。軸●。。●●。●。●。。・の。。の●●鱒．。●。・の●●鱒。●。●●。・●軸．。。●。ノ

土地利用規制

線引き（市街化区域・市街化調整区
域）、用途地域、特別用途地区、高度

利用地区、風致地区等

道路、公園、下水道

市街地開発事業
土地区画整理事業、市街地再開発事業

開発許可制富鉱

準都市計画区域：二二ご

r’．．“’●鱒’●●’．。。。鱒●●●’．。●．●●●●●’．．●●’鱒●●●’の働●。．鱒．．嚇「

i一体の都市として積極的な整備、開発i
iを行うまでの必要はないが、即地的なi
l土地利用規制のみが求められる区域　i
し＿。．．＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿．＿．．．＿＿＿＿」

土地利用規制
用途地域、特別用途地区、風致地区等
　（土地利用の整序のため必要なものに限る）

※都市施設、市街地開発事業は定めない

都市計画制限
開発許可制度等

　　都市計画区域及び準都市計画
　　区域外における開発許可制度
一定規模以上の開発行為について、開
発許可制度を適：用

脚都市計画区域の指定（市町村）
　・用途地域等の決定
　・集団規定の適用

、
銘
能

働璽｛動
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図一8

都市計画決定手続の合理化等　　●

【手続の流れ】 【改正点】

都市計画の案
の作成

地区計画等を策定すべき旨の住民等から
の申し出（その方法は条例で規定）

都市計画の案の作成に係る都道府県と市
町村の役割分担の明確化

＊　　・県・　　　艮奮画の　　客べき内容の
・市町村からの申し出

＊都道府県が都市計画の案を作成する場合の市町村
に対する協力要請

都市計画の案
の公告・縦覧

→都市計画を定める理由を記載した書面を併
　　　　せて縦覧

都市計画
審議会の議

都市計画の決
　　定

住民等に係る都市計画の決定手続に関す
る事項について、法に反しない規定を条例
で定めることができることを明記

＊例えば、縦覧期間の延長、意見書の提出期限の延
長等の措置を、必要に応じて条例で規定することが可
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図一9

密集市街地等

暉密集市街地等における建ぺい率制限の合理化

○狭小な敷地における建ぺい率制限と建替え

　　　　　　　　　　各階における建築計画が著しく制約され

　　　　　　　　　●30㎡では階段のほか、6畳2部屋しか設けられない

嘱現況】

2．7m

密集市街地における

既存不適格住宅

　35㎡

　35r㎡

敷地面積53㎡

現行建ぺい率制限（60％）

を遵守した建替え

　　　　　ねねねは　　ほね　

　　　　／　20㎡
　　　！／

　　　3㎡
　二項道路後退による敷地澱少

建ぺい率制限を緩和

（80％）した建替え

各階における建築計画が比較的自由になる

●高齢者にも住みやすい1階を有効に活用できる

　／　　　、　・

　！　　　へ

　40m驚

　40㎡
敷地面積50耐

○制度改正のイメージ

　　　　　　　　【隣地側に指定された壁面線に従い建替えたイメージ】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　纂採光の確保

通風の確保

　前
4。0朗

防火性能の向上

（準耐火建築物）

構造上の安全性向上

壁面線
鱗地側）

　↑

隣地境界　　壁面線

　　　　（隣地側）

前面道路

　4．Or轟
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第4章　自主条例としてのまちづくり条例の展開

　自主条例としてのまちづくり条例は、これまでも多様な形で存在してきたが、今日、分

権化が進むなかでますますその存在意義を拡大し、多様化しようとしている。

　すなわち2000年4月に施行された地方分権推進…括法により、国の関与は縮減され

自治体の自立性が高まった。なかでも機関委任事務が廃止され、そのほんとんどが自治事

務と法定受託事務へと移行したこと、なかでも都市計画に関する事務は基本的に自治事務

に移行したことによってまちづくり条例の対象領域は格段に拡大したと考えることができ

る。

1　まちづくり条例の諸類型

　そこで、まちづくり条例が数多くかつ多様に存在するものを整理し、わが国の自主条例

によるまちづくりの可能性の現在と将来への可能性を明確にする必要がある。

　　分析の結果全容が明らかでなかったまちづくり条例は多様に存在し、…定の定義を行

い、まちづくりに深く関係する分野のまちづくり条例を整理し類型化した。その結果、ま

ちづくり条例は①土地利用管理系まちづくり条例、②環境系まちづくり条例、③景観系ま

ちづくり条例、④地区まちづくり系まちづくり条例の類型に区分されることが判明した。

　さらに4つの基本的な類型の内容を詳細に見ると保全的な役割を担う条例から創造的な

役割を担う条例、単一目的的な条例から総含的な条例など多様なものが存在することがわ

かった。

2　まちづくり条例の存在意義

　上記にに示したようにように多様な条例が輩出しているのは、市民のまちづくりへの参

加意欲の高まりや行政需要の多様化を背景として、条例が果たすべき役割が拡大している

からに他ならない。

　それでは条例に期待されている役割とは何かについて、まとまめが示されている川崎政

司氏の論文（「条例時代の到来第2回条例の法としての特質を知る」地方自治研修200

0年1月号）を参考にまとめると次のようになる。

　第1か日今日の複雑化した都市型社会では、地域的な課題を国の画一的な行政によって

処理することは困難であり、地域的な問題については、条例によって地域的に解決すると

いうことである。

　第2は、今日のまちづくりや地域おこしに見られる動きは地域の独自性を求める動きで

もあり、国の画一的、平等を求める行政ではなく地域の独自の工夫が必要になっており、

創造的な条例を制定することにより地域の独自性を発揮することである。

　第3に、多くの場合新たな課題に最初に気づき対応するのは自治体であり、それらが一

般化、全国化する兆しがあって初めて国の行政課題となる。したがって、自治体による条
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例策定の領域の先導性である。

　第4に、住民にとって一番身近な行政は自治体であり、また住民意志を汲み上げるのに

適しているのが自治体である。その意味で条例は住民自治にとって不可欠の手段であり、

それによって住民本位の行政が実現することである。

　第5に、国の縦割り行政は基本的に是正は難しい面があり、むしろ自治体の条例によっ

て縦割り行政の総合化を図ることが現実的であることである。

3　まちづくり条例の近年の傾向

特に近年の傾向として、まちづくり条例を中心とした総合的、体系的なまちづくりを志向

する傾向が、先進的な自治体を中心に見えてきたため、いくつかの総合的なまちづくり条

例の策定並びに運用についても検討を行った。

　その結果、総合的なまちづくり条例にもいくつかのタイプが存在することを示すことが

できた。

　第1のタイプがまちづくり条例の複合化の動きであり、一つの条例のなかに多くの目的

を複合化させている条例である。複合化の事例として、鎌倉市まちづくり条例、世田谷区

街づくり条例、豊中市まちづくり条例が代表的な事例として挙げることができる。

　第2のタイプが、まちづくり条例のシステム化動きであり、多くの個別条例が明確な意

図を持ってシステムを組んで運用されている動きである。代表的な事例として箕面市のま

ちづくり理念条例を基本条例として、住民参加条例、まちづくり推進条例、環境保全条

例、福祉のまち総合条例などの個別条例が明確な意図を持って運用されている事例があ

る。また宝塚市環境基本条例を中心とした事例も典型的な事例であると考える。

　第3のタイプはまちづくり条例のネットワークかである。目的毎に条例の役割を明確化

し、それぞれの担当セクションが分担して全体として有機的な運用がなされているもので

ある。ネットワーク化の事例として神戸市や横浜市等の政令指定都市レベルの大規模な自

治体が挙げられる。
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（壌）鎌倉市にみる複合タイプの運用実態

　複合タイプの特徴は、様々な目的及

び要素を盛り込んだ複合系に該当する

条例を中心とした施策体系となってい

るため、その中心的な条例である「鎌

倉市まちづくり条例」の特徴を先に整

理しておきたい。「鎌倉市まちづくり

条例」の特徴は、その制定理由及び内

容から次の4点にまとめられる。

①要綱行政の制度的限界を克服する必

　要性から、当初、開発指導要綱の規

　定を盛り込んだ条例制定が検討され

《鎌倉市》…訴訟タイプ

2♪

都市MP　　開

★鎌倉茄まちづくり楽働♪

　　　　住参

3♪

環境基

本計画

景観

環境

環境　　　開発　　開発指淳要調4♪

景観　　景観条例5♪

　　緑の保全及び
環境　　創遥1に農7する

　　条佛♪

凡例．プ♪企颪雪煙薫調鰹課2♪企醸傲政策讃3ク企爾部環境自治爆謬

　4フ翻茄甑鰐踏指導謬5♪翻茄部都茄餐鰯謙ジ三三驚震齪纈三

図一1　施策体系図からの抜粋

　たが、法令との抵触の問題から、条例では一般的な根拠規定のみを位置づける（第16

　～18条）に止め、要綱と併用し、二層構造で運用する体系としている。

②既述したように、住民参加に関する具体的規定に乏しいこと、個別法（都市計画法）

　に基づく計画であるため市町村の総合行政における位置づけが明確でないこと、等の

　課題が指摘されている27）。そこで、都市計画マスタープランを包含したrかまくら都

　市基本計画」を条例で位置づけ（第7条）、これを鎌倉市におけるまちづくりの基本

　的かつ中心的な施策であることを明らかにしている。

③「かまくら都市基本計画」の実現を意図し、また、「市民が主役のまちづくり」を進

　めるため、政策形成過程から市民参画を求める規定を主要制度に盛り込み、また、市

　民・事業者・行政の三者が協同で進める「まちづくり推進地区」の規定（第11～15

　条）及び、市民発意による自主的なまちづくりを支援する規定（第28～32条）を創

　温している。

④国土利用計画法に基づく全ての地域の大規模な開発事業について、市民が事業の初期

　段階から意見を述べる機会を保障するとともに、「かまくら都市基本計画」等のまち

　づくり施策が個々の開発事業に対して拘束的な性格を持つようにするため、大規模開

　発事業に関わる土地利用調整手続きを制度化29）（第19条～第27条）している。

　以上の特徴を規定する上で、条文「施策の推進（第9条）」では、　『かまくら都市基

本計画』の実施範囲を、景観関連・環境関連等の多岐分野にわたり設定している。この

広範さをみても、1章で示した近年のまちづくり条例の動向である総合化を指向する条

例（複合系条例）の目的及び要素の複合の必要性を理解することができる。これは、開

発指導の透明性の確保、　「かまくら都市基本計画」という総合的なビジョンの実現及び

住民参加によるまちづくりの具現化、都市計画法の領域を越えた土地利用のコントロー

ルの必要性から、法令及び分野の枠組みを越えた多様な内容が取り扱われ、さらに、そ
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れに対応した施策展開が図られたものと考えられる。要するに、問題解決及び目標達成

のために、総合的施策展開が必要となり、当施策（条例）及びその体系が展開されてき

たといえよう。とりわけ、鎌倉市においては、土地利用を中心とした課題が焦点とな

り、土地利用関連の施策整備がなされたものと考えられる。

1）施策体系構築時の取り組み

　複合系に該当する「鎌倉市まちづくり条例」を中心とした鎌倉市の施策体系は、上記

のように多岐内容が盛り込まれており、当然、庁内における調整事項も多岐にわたって

いる。そこで、「鎌倉市まちづくり条例」制定時に特に困難だった点をアンケートした

結果、　「法令との関係の明確化」　「庁内調整」　「条例構成」　「住民参加の内容設定」が

あげられた。

　「法令との関係の明確化」においては、条例の特徴で示した都市計画法における開発

指導規定の抵触の問題があげられるが、それ以外に、図一2が示すように、国土利用計画

法・都市計画法・環境基本法・地方自治法の各々が位置づける多種構想・計画と当条例

で位置づける「かまくら都市基本計画」との関係、その実現に伴う各種制度（法令）と

当該条例の施策の位置づけの検討が必要であったことがあげられる。とりわけ、都市計

画法との関係では、図一3が示すように、都市計画マスタープラン実現のために、その

「理念」ヂ仕組み」「手続き」を定める役割を担うものとして「かまくら都市基本計

画」が位置づけられた。しかし、国土利用計画法に基づく当条例の範囲が、必ずしも都

市マスタープランの範囲と合致しないため、その対象範囲の設定については調整が図ら

れた経緯がある。また、図2－3－4に示す、都市計画法が定める「都市計画審議会」と当

条例で位置づける「まちづくり審議会」の役割分担においては、両者共、都市政策に関

する事項の審議であるものの、まちづくり審議会においては、都市計画法に関する事項

以外の内容について検討が重ねられた（図一4）。さらに、神奈川県との関係において

は、神奈川県土地利用調整条例における当条例の位置づけの明確化が必要とされた。勿

論、以上の明確化を図るために、都市計画行政の枠組みを越え、各施策を取り扱う関係

部課間の調整（「庁内調整」）が必要であったことはいうまでもない。

　「条例構成」に関しては、当該条例が開発規定を盛り込むのに際し、開発指導要綱と

の役割分担が検討され、その根拠設定と計画的な土地利用施策との整合性について検討

がなされた。

　「住民参加内容の設定」では、先に述べた通り、都市計画マスタープランの実現に向

けて、具体的展開が法令で明示されていないため、その方法論として具体的な住民参加

手法の検討に始まり、多岐分野にわたる住民の意見をどのように具現化するか、あるい

は、市町村レベルの計画とどのように整合性をもたせるか等の手法に、検討・調整が重

ねられた。

　以上のような検討及び調整の必要性から、鎌倉市では、庁内全体で、条例制定及び施
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策体系構築に取り組んでいる。また、その取り組みは、都市政策に関する調整が主で

あったことがわかる。これは、先に述べたように、鎌倉市が課題とする事項が土地利用

に関する事項であり、そこでの総合的な施策展開を必要としたからであるといえよう。

2）組織的対応

　鎌倉市では、「鎌倉市まちづくり条例」制定時（施策体系構築時：平成7年6月）は従

前組織の企画部都市政策課　で対応していたが、平成8年4月の機構改革以後、企画部企

画政策課で担当している。機構改革後の企画部は、個別法令に準じてその：運用を行う個

別セクションとは異なり、個別セクションを束ねる統括セクションとして位置づけられ

ている。しかしながら、当企画部は国土利用計画法の5地域区分により、その担当課が

分けられており、当企画部企画政策課は、主に「都市地域」を中心とした施策を担当す

ると共に、5地域区分に分かれている部に横断する事項を取り扱っている。つまり、当

条例は、担当部課の運用ヅールとして都市地域の内容を中心としながらも、国土利用計

画法で位置づけられる各地域の事項を調整する機能を果たしている。

　この背景として、国土利用計画法第9条に基づく法定の土地利用計画は都市計画法・

農業振興地域整備法・森林法・自然公園法・自然環境保全法の個別規制法による5地域

とその細区分の指定状況を重ね合わせた合成図として策定されているが、運用上の調整

ルールを解釈したに止まっており、また、都道府県による土地利用の総合調整に関する

同計画は地方自治法によって「機関委任事務」　として位置づけられているが、国の省

庁間の調整が困難なため、個別法の調整は実態的なものとなっていないことが考えられ

る。

3）調整実態

　当該条例が調整機能を果たしていることは、上記で示した通りであるが、その調整の

主な事項として、次の4点があげられた。①都市基本計画と市町村マスタープランとの

関係調整、②まちづくり推進地区の指定、③重要開発事業の庁内調整、④自主まちづく

り計画に対する対応。これらの事項をみると、建設基準等に基づく建設行為等に対する

誘導といった消極的調整事項とは異なった、まちづくりを推進するための積極的事項と

なっている。とりわけ、④自主まちづくり計画の対応に関して、その調整ツールとして

「自主まちづくり制度運用方針」という庁内共通の運用マニュアルが作成されている。

これは、当該条例が、住民の発意を保障する機能を有し、その運用を行うにあたり、総

合的な住民の意向に対応するための庁内調整ヅニルであり、従来（1970年代）から採

用されている開発及び建築調整会議・審査会等の調整方法及び田村氏が示す開発指導要

綱の横断的機能をさらに発展させたものと考えられる。
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1土地に関する施策（甫璽ぎ鐸誕画等）

2カ・まくら姦1～市基：本計画（麟粥マスタープラン）

3晶晶甥の都霧づくりの高畠

4高高のまちづくり

5災滋に強いまちづくり

6～鴇君了づくり三顧浅講越度

7大規模開発事業等の基本方針の公開

8まちづくりの支援・助成等

（進脳甑）

童
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域
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（嫉藷導）
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都市計画法

整備・開発

保全の方針

布町村マス

タープラン

法定都市計画

（秘レベの

　・線引き（毒欝化区城、毒萄氏ヨ整区駿）

　・地域地区（殿職等）

　・促進地域

　・二布施設
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　・地区計画簿
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魅力的な都布づくりの推進
図一2
　　　　　鎌倉市まちづくり施策の全体体系図

出典：鎌倉市給95．6企画都市政策課作成資料抜粋
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●　都市計燐審議会の現荘の役劉

1　法定都布計画に関する審議

2　一定規模以上の開発行為又は建築に関する審議

1に関する事項

2に関する箏項

●　まちづくりi竃議会の役割

①線引きに関する事項　　②地域地区に関する事項

③促進地域に関する事項　④都市施設に関する事項

⑤地区計画等に関する事項

⑥市街地開発事業に関する事項

⑦市街地開発事業等予定地域に関する事項

⑧斎町村の都布計画の幕本方針に関する事項

⑨その他

諮問基準のとおりである。

／　条例に規定する事項の審議

2　法定都市計画によらない本市の都市政策に関する事項の審議

1に関する事項

2に関する事項

●　その他

図一4

①まちづくり推進地区等の指定に関する事項

②まちづくりの基本方針等の策定に関する事項

③大規模開発事業の土地利用調整に関する事項

④条例に従わないものの公表に関する事項

①土地基本法に関する事項

②國土利用計両法の了1ヲ町村高高に関する事項

③肩i衛地整備計画の企醐及び立案に関する事項

④住宅政策に1娼する禦項

⑤総合交遜政策に関する事項

⑥都市防災に関する事項

⑦その他

（1）都甫計画辮議会のヒ記役鵠の2については、まちづくり条例等舗定後、

　　箆画すことになるる

鎌倉市都市計画審議会とまちづくり審議会の相違について

　出典：鎌倉市⑲95．6企画都市政策課作成資斜抜粋

まちづく　り条例
　　費s町村マスタープラン

根　　拠 地方自治法第14条 都市計画法第18条の2

正式名称 鎌愈市まちづくり条例
市町村における都市計画に関す

る基本方針

・まちづくり関する「理念ゴ　f仕組 ・都市計画のヂ方針」や「内容」を

内　　容 み」　「手続き」などを条例として 計画として明らかにしたもの。

明らかにしたもの

・本市のまちづくりの基本方針は、 ・市町村マスタープランは、議会の

市町村マスタープラン（かまくら 議決も都市計画決定も要しない計

子牛墓本計画）であることを条例 画である。

相互関係 にて明らかにし、法定計画の布に ・そこで、市町村のまちづくりの条

おける位置づけを明確にする。 例や施策体系の中で明確に位澱付

・市町村マスタープラン（かまくら けを与えることが期待される。

都市基本計懸は、市民参画で策定

することを明紀する。

平成6年度　全体構想（案）作成申

備　　考
平成9年度　策定予定

鎌倉市まちづくり条例と都布計画マスタープランについて

出典：鎌倉市1995．6企画都布敵策課作成資料抜粋



◎まちづくり条例の構成　O条例の全体構成は…

第1章　総則
条例の目的やまちづくりの基承理念、及び

布、市民、事業者の貴務などを規定してい

ます。

第2章まちづくりについての施策

かまくら都市基本計画など、まちづくりをすすめ

るための施策を定めています。

第3章　まちづくり審議会

学識経験者で構成する審議会を設置し、ま

ちづくりに関する重要事項などを審議します。

第4章　まちづくり推進地区等

計画的な市街地整備をすすめるため、市民と

行政が協働して行う協議型のまちづくり制度

を整えています。

第5章開発’1喋レ忌地利用の調整

計画的な土地利用を推進するため、開発事

業を行うにあたっての一般手統と大規模開

発事業の特例手続を定めています。

まちづくり条例は、「まちづくりの基本理念滋を踏まえ、まちの将来像を示す

『カまくら都鱗本1汁鴎の実現をめざして・次の3つの観勲蠣成されて・甑

協働…市民と行政力闘を撒てとも‘諏襯む・・一トナーシップのまちづくり

誘導…個々の醗や鎌を虚者の皆さんと幽しながらよりよ防隙・義血ち働

支援…市民の自主的、醗的なまちづくりを多面的に応援するまちづくり

民と行政
’5

ﾉよるまちr≧

’濠～づくり推詞秦，

反映↓↑三

二6章　市民i撚のまちづくりの推進

自主まちづくり計画の提案やその支援方策

など、市民主体のまちづくりを多面的に推進

するための仕組みを設けています。

第7章　雑則

報告や委任について、規定しています。

嚢かまくら都市基本計画とは…

まちの将来像を具体的に示し、本市のまちづくり全体の基本となる計画として、

「かまくら都市基本計画」を市民の皆さんとともに策定します。

「かまくら都市基本計画」は、都市マスタープラン（都市計画に関する基本的な方針）として、

市民の皆さんの参画により検討がすすめられています。

〈都市マスタープラン1

噺1∫街地整備　　　　　●安全で快適な交通環境の二三●地域性豊力な都ll∫景観の形戒

●福祉のまづくりの惟」　●　　に　　　　．　　　　　　　　Z　｛ρ
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地域の特性を
坐かしたまちづくりを

皆さんの手で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　推進地区のまちづくりのすすめ方

一　　 、o

　，一一一一．7一欄醐一噂一馬蜘鞠、一鰍、
（　地区まちづくり協議会　　、
、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヴρ

　　　　　　　　▼

　　　　　　　　▼

勲
ダ5
琶
｝

臨
称
レ

庵ぎぜ》く、

●露街地整備が必要と怨われる塘区の

　建媛の皆さんと話し合いの鳩を設置す

　ることからはじめます。

‘m　・ニロ

塵

編偽勧＼

　　　　う　　　　　　え叉葦噛．一

、幅r想
　　㌦翻燭f

　　　　　　　　▼

　　　　　　　　▼

　　鱒”
　　　　　　　　　二皇

　　　　　　　　▼

　　　　　　　　　▼

　　　　　　　　▼

●｝1∫は、地元の皆さんの協ノ∫を得て、地

　区の現況やまちづくりの課題などについ

　て調査を鴛います。

9地区の特性を踏まえたまちづくりをすすめ

　るため、地区の皆さんを中心とした「地

　区まちづくり協議会」を設置することを療

　賜とします。

¢地区のまちづくりに取り望むことについて、

　～定の合意が得られた段階でぼちづ

　くり審議会の議を経て、推進地区の孝旨

　定を行います。

●斎は、推進地区の指定1こついて尉鮪を

　行います。

◎住民と霧の協働により、基本方針の策

　定に向けて協議をすすめます。

●徹よ、地元の皆さんとの協議を踏まえ、

　基本方針（案）を作成します。

●計画的なまちづくりをすすめる観点から、

　基本方針（案）の内容について審議を

　行います。

O市は、基本方針を決定し、その履知を

　行います。

実現のための施策

’

舳

○上位計睡に位殿づ

　け、総合的な観点から

　地区のまちづくりを支

　援します。

●必要に応じて、地区計

　画などのより担保性の

　高い舗変や’1喋への

　移行をめざします。

O重点地区の指定を行

　い、権手ll関係を有する

　方を中心に、整備計

　画を作成し、ll爆1閣議

　の計幽的な毒街地整

　備事業を推進します。

●ε1ゴは、基本方針に基

　づき、道路、公園、広

　場などの公共施設の

　整備を積極的にすす

　めます。

●基本方針又は整備計

　画の・縄として、地区

　独1σ1のまちづくりのル

　ールを定めます。

■市は、開発事業を行鴬

　うとする名試ニヌr｝し、ノぶイく

　ノ∫多トや地レくまちづくり

　基準との調翻を図るよ

　う要請します。

▼

や
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大規模開発事業の手続

届出

公開

．開発事業

＾事項の公

質

総

市民参加 畠民説明会等の闘

畿
副
護

縦覧終了後15疑まで

＊

土地利用の調整

5

●基本事項とは潤発事勲こ潤する次の

　事項をいいます。

①佼鼠区域・鰍、聯嵐予鍵築
　物の駕途等

②土地利虜の方針

③公共緻及舩魏設の蝋の繍
④環境及び景観の保全の方針

●報告の内容を窓P（担当課）で縦覧し

　ます。

●市民は、基本事項について意見書を提

　出することがでできます。

●事業者は、市民から提畿された意見書

　について見解書を提出します。

●見解書の内容を窓口（担当課〉で縦

　接します。

●市長は、市民の慧見書と事業者の見

　解書などの内容をもとに、必要に応じて、

　公聴二等を開催します。

●斎長は、必要に応じ、審議会の意見を

　聴きます。

●市長は、事i業者に対し、開発；事業に関

　する助言・指導を行います。

欝
翼

童
駐
（

眞
懲
畢

｛74一



自主まちづくり計画の流れ

●まちづくり謡荘桑団｛本とは、

　次のいずれかに該当する

　団体をいいます。

①地区の住民の火多数に

　より構威；されていると認め

　られるもの。

（2活動が、地区の住民の

　大多数の支持を得てい

ると認められるもの。

●地区内の控民や事業
責などにPRを行うとともに、

まちづくり欝顯を実践し

ていくための綴織づくりを

しましよう。

●良い環境を守り育てるた

め、佐民の皆さんがルー

ルを実現化していきまし

ょう。

報
▼

市
▽

事業者
　　▼

蔚く篭

夢りの ’
樽

〈・・…　鱈・。…

s…　騨・。・騨騨

　　　　　●必要に応じて専門家の派遣

コ．市民・ 一　　氏遣・　　　　　塾

つくり書「 くり計繭、

　ます。

恍�ﾄを受けたまちづくり計幽に

ﾂいて、広轍等で毒民に周知

ｷるとともに、施策反映等の検

@討を行いますσ

織
へ
　
’
蒐

・，

翼の 雇

・涯

一つくり計 蟄
桜

閲　　、．

@　　のづ．：　…　　　　　　　・欝。囁・

饗

耽，

ｫ

・購蒙崔環の爆 ’順ロ糞導

亙を　ゆ

騨援助

市民主体のまちづくりを多面的に支援していくため、次のような援助を行います。

　　　　　項目　　　　　　　　　　　対象老　　　　　　　　　　　　　　　援助の概要

自主まちづくり計画への援助　まちづくり市民団体　　　　　　　　　　　専門家の派遺、技術的援助

災害に強いまちづくりへの援助　町内会、自治会、自主防災組織など　　　　必要な援助

市街地開発事桑等への援助　市街地開発事業等を行おうとする者及び団体専門家の派遣、技術的援助、活動に要する費用の一部助成

　襯　撒　㎜瞭　　総嚇撫戴
鯵表彰

良好なまちづくりの推進に貢献したと認められる二又は団体を表彰していきます。

ザト
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（2）箕面市にみるシステムタイプの運用実態

　箕面市の施策体系をみると「まちづくり

理念条例」を中心とするシステムタイプと

「まちづくり推進条例」　（複合系に該当す

る条例）による複合タイプの特徴が混在し

ている。ここでは、システムタイプの運用

実態を明らかにすることを目的としている

ため、前者（「まちづくり理念条例」を中

心とするシステムタイプ）の仕組みのあり

方に着目し、考察を加えたい。

　システムタイプの特徴は、基本系に該当

する条例が多岐分野の条例を束ねることに

《箕面市》…システムタイブ

オまちつく〃

理念寮例2♪

⑤　

老肺MP

開発　　景観　　★まちつぐり推逡寮例ρ

環境　　環境保全下働ρ

　　四丁景観秦酵♪
累観
　　文化財保護寮例6ノ

凡例．ゴ♪　都率矛ナ画会8まちつぐり推窺讐諜2ノ　政鯉羅薪謬3♪　広蝦二重門4ノ　　　　　　謬

　5，都市討画詔開発指纏謬景醗担当6ナ　　謬が健蔑落祉部地域福：叛蒜務謬

図一3　施策体系図からの抜粋

より施策ヅールを総合的かつ体系的に機能させることは既述した通りである。従って、

各条例の内容というよりも施策体系全体の意図について触れておきたい。

　箕面市では、従来、まちづくりの問題全てを環境保全条例（1977年制定）で一本化

して対応していたが、住民参加等の新しい要請に応え、きめ細かな対応を可能し、ま

た、住民に理解を得易い仕組みとして、当施策体系の構築が行われた（図一3）。具体

的には、当「まちづくり理念条例」を基本条例に、この規範によって、各個別条例の位

置づけを明確にし、まちづくりに不可欠な市民参加を「市民参加条例」として制度化し

た。加えて、以上の2条例を上位計画に、各個別条例において、　「環境保全条例」は環

境問題に純化し、建築規制・誘導等のハード面の規定は「まちづくり推進条例」を新設

し、景観に関しては要綱として運用されていたものを条例化する等、各々の役割を明確

化するために改変している。

　以上の条例整備は、条例制定の背景で示したように、法令の補完を主目的とはしてお

らず、あくまでも住民と市行政が共通した認識に立ち、協同してまちづくりを可能にす

ることを意図している。また、当施策体系を束ねる理念条例の検討懇話会による「箕面

市のまちづくり理念に関する提言」　（1996．12）では、　「理念条例は、今後の箕面市の

まちづくりの理念的柱を示し、独自のまちづくりに関する条例をこれから制定していこ

うとする際の規範的な条例として、今日想定されるまちづくりの広範囲な考え方が網羅

されているものとして考える。」とし、まちづくりの領域を拡大させ、その展開を条例

によって図っていくという考えが示されている。これらの背景には、条例がまちづくり

ヅールとして重要であるという認識と、地方分権の流れを踏まえた「市民が主人公のま

ちづくり」という市長の公約（1993年）が根底にある。

　従って、当施策体系では、「理念条例」によって規範が示され、加えて、「住民参加

条例」によって住民の参加を保障した上で、広範囲のまちづくり施策（条例）でその領
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域範囲を明確にし、新たな創意工夫を折り込んだ総合条例として制定されている。例え

ば、　「まちづくり推進条例」においては、　「鎌倉市まちづくり条例」と同様に、都市計

画マスタープランの実現を可能にする施策展開や住民主体のまちづくり創造の仕組みが

折り込まれており、「環境保全条例」では地球環境を含めた高次元の環境問題をも取り

扱っている。

　しかしながら、鎌倉市の施策体系と異なる点は、その意図が課題解決ではなく、住民

自治に基づいた理念の統一にある点である。すなわち、箕面市の場合、　「市民が主役の

まちづくり」という理念追及に基づいた施策展開を行っていると考えられる。

1）施策体系構築時の取り組み

　以上のような条例体系の改変は、当然、庁内全体で取り組まれたことはいうまでもな

いが、さらに、この条例改変と並行して、全庁的な機構改革が行われている。例えば、

「まちづくり推進条例」を担当するまちづくり推進課は、都市計画課と計画調整課が見

直されたことにより設置された課であり、「まちづくり理念条例」は、市政全般に関わ

る内容として企画部政策企画課が担当し、　「市民参加条例」は、市民への周知が重要で

あることから「広報広聴課」が担当している。

　また、施策体系構築時の条例改変に伴って、特に困難だった点をヒヤリングした結

果、　「法令との関係の明確化」「庁内調整」「条例構成」「住民参加の内容設定」「規

制誘導手法の設定」　「関連条例及び要綱との調整」があげられた。これは、鎌倉市（複

合タイプ）と比較し、対象範囲が多岐事項にわたっており、とりわけ「関連条例及び要

綱との調整」については、当タイプの場合、鎌倉市まちづくり条例が定める土地利用関

連施策のみに止まらず、庁内全体の施策（福祉・文化財等々の条例）において調整が必

要となったからであると考えられる。

1）組織的対応

　上記に示したように、基本条例となる「まちづくり理念条例」は、市政全般に関わる

内容を取り扱う企画部、すなわち鎌倉市（複合タイプ）と同様、統括セクションが担当

している。つまり、基本条例をヅールに企画部が、全庁の総合調整を行っている。ま

た、　「市民参加条例」に関しては、市民の周知を必要とされることから広報広聴課が担

当している。一方、基本条例に準ずる個別条例の担当部課をみると、「まちづくり推進

条例」はまちづくり推進課、　「環境保全条例」は市民生活面環境保全課、　「都市景観条

例」は都市計画部開発指導課、　「福祉のまち総合条例」は健康福祉部地域福祉課、　「文

化財保護条例」は教育委員会生涯学習推進部生涯学習スボーヅ課が担当している。これ

らの組織的対応から、縦割行政に準じた各部課が各々に個別条例を保有し、運用してい

ることがわかる。

　以上の箕面市における施策体系（システムタイプ）は、個別条例が縦割に準じた行政
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分野の内容を規定し、その個別条例を一つの理念の基に庁内のみならず市民を含む市全

体で機能させていくものである。これは・住民自治に基づく理想的なまちづくりの仕組

みといえるが、庁内はもちろんのこと、市民一人一人がその理念を認識し、その共通理

解の基で各条例がより機能する必要があると考えられる。言い替えれば、その理念や各

条例に対する市民の理解と認識が重要な課題となろう。

　また、箕面市が試みるシステムタイプは、複合タイプと比較し、施策体系構築時に条

例及び組織の大幅な改変が必要となるが、各条例の位置づけ及び役割分担が明確化して

いることによって、時代の変化に対応した個別施策内容の改変が容易であり、柔軟性あ

る施策体系として評価できる。

3）調整実態

　当施策体系における調整方法は、鎌倉市（複合タイプ）と同様に建築行為審査会等の

消極的調整事項に加えて、まちづくり全般の事項を調整支援する「支援チーム」の設置

という積極的な方法が取り入れられている。これは、豊中市でも採用されている手法で

あるが、箕面市では、まちづくりに関わる条例を保有する担当部課から担当者が派遣さ

れ、一つのチームを結成し、まちづくりにおける住民の相談や意見に対応する窓口とす

ると共に庁内の調整機関としている。しかし、この手法の課題として、担当者が本来の

担当業務と兼務するため時間的制約が生じ、当支援チームの業務をボランティアとして

対応せざるを得ないという実態がある。

　さらに、「まちづくり理念条例」「市民参加条例」の重要な調整手段として市職員に

対する説明会が開催されており、当施策体系への認知が庁内調整として重要であると理

解できる。
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応援
　　し．

帰傑ちうくりを

皮醸します

市民のまちづくりを応援します
地1幻纏鏡のまちづくりは、その地1潔こ焦む人が懲分たちの

まちに興瞭を持つことから始まります。身近な環境につい

て、量繊忌のみなさんが話し合い、望ましいまちのあり方を考

える一一自分たちの住むまちだからこそ、自分たちで話し合

い、活動することが大切なのではないでしょうか。

　そこで、まちづくり推進条例では、こうした窺昆の自喪的

なまちづくり活動に対して、市が技術的・財政的支援をで

きるように定めています。また、市民が自走的につくった

地1産のまちづくりに対する提案を、「まちづくり基本一幅」へ位

縫づける流れを定めています。
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し
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繭
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繊員による支撲（まちづくりの勉強会など）

専門獄の派遣

●対象／地区まちづくり協議会のぽか、

に熊して自主的な活動を行う翻体など

●派遣に係る経費は衛が負担します。

（箕薩南まちづくり維選アドバイザー涙山勘構｝

対象地区の決定が必饗です

ぐ

修

論ぢづくりの推進

⑱

懲議会運営費補助金　⑪
●対鍛／地区まちづくり協議会

●補助簾／4分の3以内

●限度顔30万円｛1無にi鳳3昼まで）

（箕謹薦地区まちづくり脇議会助庇饗綱｝

’繍■■

謙翻臨，の謡
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計画作成費補助金　　　⑫

●対象／地区まちづくり協議会

輔解／紛の3以内　　　ぐ闘
●限度額／｝50万臼｛1年に旧3醸まで｝

（災踊衛駆まちづくり楓議金助哉饗綱｝

3

⑳

巌地区濠ぢづくりが定められた

饅、それぞれの異国的な事業

（手法・ルール）ヘバトンタッチ

されます。

一匹麟霧
国髄麟繭灘瀦・
　ことができます．

　㈱つく◎灘条例矧9菊

　　　　　　　　　㊥

●5世帝以上で構成されて＝いること

●活勤の対象となる地区の総世幣数の5

分のτ以上の賛周、または露溶会の賛局

があるこ：と

●5世幣以上で構成されていること

●活勤の対象となる地区の総世幣数の2

分の馨以上の賢周、または良治会の蟹岡

があること
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まおづくりの

条1ができました

ずっとこのまちに住み続けたい

　みなさんの佐んでいるまちは快適ですか？　かけがえのない

緑とうまく瀦翻できていますか？　魅力あるまちづくりは、現

代の蔀毒の大きなテーマのひとつです。このテーマを実現し、

まちの個性をひきだすために、箕爾市では「懲顛1∫まちづくり

鐸薩二条鯛」を鑑醐牢しましたっ

　この条例は，ハード海のまちづくりの総合条例として，準q’画的

な1弛和州と旦1眠参加1によるまちづくりの推進のために必要な

事項を箆めています，

　自分たちが住んでいるまちだからこそ、たくさんの「こうした

い」という思いがあります。まちづくりの主役は宙民のみなさ　　　’

ん・入ひとりです。

　これからもずっと箕翻に住み続けるために、虚民と市が手を

とりあって、安全で快適な、魁iカあるまちづくりをめざしまし

ょう。 レ
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事業者の責務
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市の嚢務

　避煩

ぜ

・騰▽、

公共施設の整備

｛遷鑓・公翻・下水遜など》

　　　　灘

市街地開発事業の促進

計画的な土地利用の誘導

　｛建設行為の適正化など｝

魏

筏～熱

鳩

地区計画・

建築協定

　　まちづくり推進条倒

では、全市民のルールの

ほか、それぞれの地区の特性｝

に応じたまちづくりを熾める

ため、地区独自のルールを

　建めることがで管諜す。

全体構想
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　まちづくり推進条例では、　“簑

薗をこんなまちにしたい”という

思いを、「まちづくり基本計画」

として条例の中に位覆づけていま

す。この計画に基づいて、遵路や

公園の整備、計画的なま：地利用を

進め、箕面の個性を活かしたまち

づくりを進めます。

　まちづくり基本醗画は市の方1句性

（全体構想・地域別構想）を示すと

ともに、市民のみなさんからの提案

等による地区レベルのまちづくり誹

爾の受け服となります。

［内割

全体構想、地域別構想、地区まちづ

くり酎画（必要な地区のみ）、その他

必要な事項

地域別構想

　　　（西i馳域）
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箕面の喪好な景観形成は、帝観と、事業者と市が協力し、努力しあって初めて案現し濠す。

そこで、平成9年4月，優箕薗市都市景観条例が施行されました。

f
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都市景観形成の基本目標

●山なみと一体となった緑豊かなまちをつくる

●自然と文化のあぶれる良好な住宅地を育む

衛の責務（第3条関係）

・市は、部確景観の形成に馳する基本的な計函を推進し、総合的かつ獲期的な施策を箋組しなければならない。

・市は、都布景観の形域に劇する施策の案施に蚤たっては、市饒の慧見が反映されるよう努めなければならない。

・而は、遷路、公賑、その他の公共施設の整備を行う場合は、都甫景観の形成に先導的役割を桑たすよう努めなければならない。

帝浅及び事業餐の責務（節4条関係）

・第四及び事桀養｛よ自らも都覆景観㈱る主体であることを認識し、都市景観の形成に積極的に寄与するよう努め、相互に協力しなければならない。

・市鍵及び事晶帯は、帯が行う都爺景観の形成に関する旛策に協力しなければならない。

繊なみ景観の保全（第5～H条）

　多くの市醗に愛されている北鎖由系の藁しいながめを守っていくため、由の緑を保金する

「山なみ景観保全地区」を市長が捲定できることになりました。保全勉猛は、市民や箕面市

郵務景観審議会の慧見を関いた上で、指定することになっています。

［山なみ景観保全地区に指定されると玉

・地区内で建設行為等を行うときは、一拍規模以上の織地を保全するなどの義務があります。
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　　　　　　　　都市景観形成地区の指簸（簗12～！6条）

　　　　　　　　　地磁の精性を生かし、僧性的な地区景観をつくっていくため、景観形成のためのルールを

　　　　　　　　短める地域。地細柱罠の方と合意の上、市が指定し濠す。都南景観形成地区の景観を保全育成

　　　　　　　　していくと悶鯖に、爾辺においても、その景観を導懲したまちなみづくりが鯖待されます。

1ザ纈鞭関繭調贈　　［都蟹田駒形繊地区の景緩を守っていくために〕

　　　　　　　　・景観形成のためのルール（都市景観形成基準）を定め、帝と所有者の協力で環境や景観

　　　　　　　　　を守っていきます。

　　　　　　　　・地区内で建設行為等を行うときは、あらかじめ団長に生け磁、鰯議する必要があります。

都務景観形域建築物の齪（第1フ～21条）

　広く柱罠に愛され、その地域の象徴となっているような建築物等で、その地区の景観形

成の中心として保全する麟要がある建築物等。所荷者の合意を得て，溝が指定します。

［都市引目形成建築物として指驚されると3

・建築物等の現状を変更する隣合は、あらかじめ市長に届け出、協議する必要があります。

・外観傑金のための助成金が受けられる場台があります．

大規模現状変更行為や大規撰建築物簿の届鐵（第22～31条）

　簑薦市内で行う次の建設行為等を行うときは、あらかじめ市震に届け出、協議する必要が

あります。

・面積が、500㎡以上の宅地の盗成、土地の關墾．木笠の伐採など

・軒の高さがτOmを葱える建築物、敷地面積が500㎡を越える建築物

・高さが沿貞薩を越える工作物、表承薔積の食計が：30㎡以士の菰告物

・建築物に褒承する広儀物でその建築物の一つの薇の面積の20分の1を超え駐の

・高さが4目自を毬える独立した広蕾物
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（3）神戸市にみるネットワークタイプの運用実態

　既述したように、ネヅトワークタイプは、各条例の領域及び主旨を明確に割し、分野

別に制定された複合系条例により総合的な対応を行い、必要に応じて各分野が連携する

施策体系を指す。当タイプの特徴を顕著に示す神戸市では、法令及び縦割行政に立脚す

る空間的領域と分野的領域に分割されている。これは、先の鎌倉市や箕面市とは異な

り、大規模自治体ゆえの必然性であると考えられるが、ここでは、逆に、大規模自治体

の施策体系における総合化のあり方をみることができる。

　まず、空間的領域をとらえるため、各施策の許容領域をみると、図一4が示すように

「地区計画及びまちづくり協定条例」　（以下「まちづくり条例」と称す）・「神戸市市

民の住環境等をまもり育てる条例」　（以下「住環境条例」と称す）・都市景観条例は、

基本的には全市域を対象としており、　「人と自然の共生ゾーンの指定等に関する条例」

（以下「共生ゾーン条例」と称す）は、農村地域のみを対象としている。しかしなが

ら、先の3条例の実態的な対象領域は、市街化区域が中心であり、共生ゾーン条例は、

それらが対応し得ない市街化調整区域の問題を取り扱っている。これは、先に区域属性

として論じた内容であるが、都市計画法と農村的土地利用を中心とする「農村地域」の

土地利用を整序する農業振興地域の整備に関する法令によって、別々に規制誘導が行わ

れていることに端を発しているものである。

　次に、分野的領域では、市街化区：域を中心とする「まちづくり条例」「住環境条例」

「都市景観条例」は、法令及び各セクションに立脚するヅールとして機能しており、必

ずしも体系的に位置づけられているわけではない。現に、先に紹介したように、「まち

づくり条例」においては、地区計画制度の手続き条例（委任条例）が発展したものであ

り、「住環境条例」においても建築基準法（法第49条の1、第56条の2第1項、第68条

の2第1項、第69条）の委任事項の内容を中心としたものである。

　しかし、各条例の内容とその運用を眺めると、実態に即した総合化が展開されてい

《神戸市》…ネッみクークタイプ

　　　　　　　　住参
　　　　　　　　　　　漁スと島然とのi共生ジー
〈市街化翻整嬢：耀〉　　閣　　　　環境　脂定等κ試する条例ρ
緑一洗』会増域を際ぐ

雛堪繍その艘戯　　 景観 都市織條携

　《悪例窺定讃：域》　　　　　《声域鷹分》

　　　ロココ薦つぐり条伽　神戸市の都市計駆域54955ha

　謂＿よ　輪
〈市街化区耀〉

開発　　住参　　内壕計画及びまちつぐク

　　　　　赫定莱・例2ノ

開　　　　環境　　神戸市犀の住環境をま

　　　　　もク淳τる乗鯉～ノ

　住参

景観　　都市震翻条例ω

　凡醒ρ震政計画灘ノ翻市計画探

図一4　施策体系図からの抜粋

　　市街化調整区域一35，152ha

天地保：会条例　（用途地域無）

■

；■鷲
共劣ジヲ集例

緑地保全集例指定地域。14937ha

農業振興地域一給，引2ha

その他区：域一8，902ha

出典：神戸市緯96／答申書F人と自然との共生をめざす新たな地域政策にふさわ

　しい保全整鱗濡用施策のあり方について」人と自然との共生ゾーン審議会

一82一



る。以下各条例毎にその展開を示す。

《神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例／1982．2施行》

　当条例の仕組みは、図一6が示すように、住民の発意から住民組織を結成させ、まち

づくり協議会を結成・認定し、そこで作成されるまちづくり提案を任意協定（自主協

定）から地区計画へ、あるいは、基本・事業計画の作成により、事業化へ導くものであ

る。つまり、この手法は、住民の発意に基づいていることから、当然、多岐分野を横断

する内容を取り扱う必要があり、総合的な受け皿となることが要求される。従って、神

戸市におけるまちづくりに関する住民の窓口は、全て当条例の担当係に集約されてい

る。

　現在、制定後10年を経過した当条例は、法令制度や事業化された多くの実績に加

え、支援制度を受ける初期レベルの住民活動までを含むと、100以上もの市民団体が組

織化され、神戸市における住民によるまちづくり活動の基盤として成果をあげている。

《神戸市民の住環境等をまもりそだてる条例／1994．4施行》

　当条例は、従来は個々に運用されてきた住環境保全を趣旨とした条例・要綱を統合

し、住環境に関わる多岐事項を盛り込んでいる。とりわけ、その中心的施策として、指

定建築物建築届出の制度を定めている。これは、都市計画法に基づく委任規定と神戸市

独自の自主規定、1）日影規制対象建築物（建築基準法第56条の2の規定の適：用を受け

る建築物）と、2）ワンルームマンション、3）特定共同住宅を一体の指定建築物と

し、建築に際しての届出を義務づける制度である。さらに、この条例の詳細な内容につ

いては、後述する『第5章　委任条例と自主条例の展開』で改めて紹介したい。

《神戸市都市景観条例1978．10施行》

　当神戸市都市景観条例は、都市景観創造を目指し、総合的な内容を盛り込んだ条例と

して、先導的役割を果たした。さらに、1988年の都市景観行政に対する社会的要請の

高まりに伴う、都市景観行政の課題や扱うべき内容の多様化、拡大化の動きに対応する

ため、「都市景観行政の新たな展開について」の答申を受け、その答申の新たな展開の

ための基本視点「施策対象の拡大と総合化へ⇒区域・対象の拡大」「景観誘導の多面的

展開⇒手法の拡大」「行政主導から市民主体へ⇒主体の拡大」の3つの視点に立ち、

1990年4月に改正を行い、15項目にわたる新たな内容を盛り込むに到っている。

《人と自然との共生ゾーンの指定等に関する条例／1996．4施行》

　共生ゾーンは、新・神戸市基本構想及び第4次神戸市基本計画・区別計画に基づく、

各局別中期計画を具現化するための実施計画の一翼として位置づけられるものである。

　当該条例は、1991年に答申を受けた「人と自然との共生ゾーン整備計画の基本方
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向」の6つの柱のうち「土地利用計画と土地利用規制」　「美しい景観保全・創出」及び

ザ新しい地域政策の展開」という3つの基本方向に沿って、　「農村用途区域の指定と用

途制限」　「農村景観形成地域の指定と行為の制限」　「里づくり協議会の認定と里づくり

計画の策定」を主要な三本柱とする複合系に該当する条例である。また、既述したよう

に、ゾーン区分による地区レベルの手法（万一7・図一8・表一1）を規定している。当条

例においては、市街化調整区域を対象とする先駆的条例として既述し、その内容や法令

との関係については他の著書で紹介されているため、ここではその内容に触れることを

避けるが、とりわけ、当条例は、答申書資料にもあるように分野を越えた関連法令（都

市計画法・農振法及び農地法・森林法）の問題点を市独自のまちづくり手法により総合

的に解決しようとするものである。

　以上の各条例の考察から、神戸市における施策体系に位置づけられる各条例は、各々

の領域において総合性を発揮していることがわかる。市担当者は、この領域根拠を「主

旨」に基づくものと表現している。具体的には、「まちづくり条例」においては、住民

によるまちづくりを支援するもの、「住環境条例」においては住環境を良好に導くも

の、「景観条例」は景観に関するもの（景観の側面で規制誘導するもの）、「共生ゾー

ン条例」は農村地域の土地利用をコントロールするもの、としている。しかし、これら

は、相互に関係し合うため、必要に応じて連携が図られている。例示すると、「まちづ

くり条例」は住民の発意をまちづくり協議会という組織認定と協定・地区計画に導く役

割を担っているものの、それ以降の事業化・法令化については、その関連部局が引き継

ぐこととなる。つまり、住民の意向により各部局と連携が図られている。また、「景観

形成」に関しては、　「都市景観条例」とザ共生ゾーン条例」両者に位置づけられている

が、　「都市景観条例」が景観形成計画の対象域を市全域に位置づけているため、　「共生

ゾーン」での景観関連の事項について、両者の担当部局が調整を行っている。要する

に、神戸市にみる大規模自治体の施策体系とは、総合化への対応は各部局レベルで行

い、必要に応じて庁内調整及び連携（ネヅトワーク）を取り、対応していることがわか

る。

1）施策体系構築時の取り組み

　施策体系に示す条例の施行年を示すと、　「地区計画及びまちづくり協定条例」は

1981年、　「神戸市都市景観条例」は1978年、　「市民の住環境をまもり育てる条例」は

1974年、「人と自然との共生ゾーンの指定等に関する条例」は1996年である。従っ

て、当施策体系は、全庁にわたり整備されたものではなく、必要に応じて制定されてき

た条例の各々の役割を明確にし、連携しているものである。とりわけ、近年制定された

「共生ゾーン条例」制定時には、庁内全体で検討されたものの、機構の見直し等は行わ

れていない。また、条例制定時に困難だった点をアンケートした結果、　「法令との関係

の明確化」「規制誘導手法の設定」「住民参加の内容の設定」があげられており、鎌倉
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市（複合タイプ）、箕面市（システムタイプ）に示される「庁内調整」r条例構成」

「関連条例及び要綱との調整」はあがっていない。これは、縦割行政を前提として条例

づくりが行われたものと考えられ、アンケートに示された事項も他部課聞に関する事項

はなく、当該条例の内容に関する事項に止まっている。しかし、条例制定にあたって

は、新たな規制誘導手法（ゾーン区分による地区レベルの手法）を採用しているため、

国の法令との関係・規制誘導手法の検討は、念入りに検討されたものと理解できる。

1）組織的対応

　次に各条例の担当局をみると、　「地区計画及びまちづくり協定条例」　「神戸市都市景

観条例」は都市計画局、　「市民の住環境をまもり育てる条例」は住宅局、　「人と自然と

の共生ゾーンの指定等に関する条例」は産業振興局と、所管局が、いずれも各局の計

画・調整に関わるセクション（統括セクション）が担当している。例示すると、r共生

ゾーン条例」を担当する農政計画課では、課の庶務・農政の基本計画並びに関係機関と

の連絡及び調整・農業振興地域整備計画・各種の土地利用計画等の調査及び調整・農業

構造の改善に関する調査及び調整等を主な業務としている。また、農業地域の施策・事

業において最も精通していることが農政計画課が当該条例を担当した理由である。これ

は、農業関係法を産業振興局が最も活用していることを示しており、それに対して、都

市計画制度を運用している局をあげると建設局、都市計画局であった。

　以上の考察から、神戸市の施策体系は、縦割行政及び法令の枠組みの範囲で対応され

ているものと理解できる。つまり、専門組織の組織化というような体系的に運用させる

機能には至っていないといえる。

　しかしながら、国の各省庁に基づく縦割行政に立脚する自治体組織（局構成）の枠組

みに基づいているものの、各部局の創意工夫により創造された各条例を実際に運用して

いくにあたり、各々の趣旨及び実態に即した総合化が図られている。つまり、それらの

条例を担当する各部局が必要に応じて連携（ネヅトワーク）する体制となっている。

3）調整実態

　当施策体系における調整方法は、調整会議という消極的調整方法のみしか設置されて

いない。しかし、その内容は、「景観創造に関する事項」「まちづくり協議会における

住民の要望に関する事項（住民の意向による地区計画や事業化の検討）」「農政部課で

対応することのできない地元からの要望」があげられており、開発・建築審査に関わる

内容に止まらず住民参加を念頭においた様々な事項が議論されていることがうかがえ

る。
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神戸市地区計画及びまちづくり協定等に関する条例

　　　　　　　　●　●　・　・　　　　　　　○　◎　●　・　　　　　　●　　　　　0　　6　魯　　　■　の　・　6　　0　．　簡　φ●　●　・■O

ノレーーノレづくり

まちづくりの実蓼

公共施設整備，活性化
支援施策等の実施

　　　●　■　o　‘　　o　●　●　●　●　◎　◎◆　　　　　■

○　市街地開発事業
　・土地区画整理事業
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第5章　委任条例と自主条例の展開

　近年の一一連の制度等の改革を、都市づくり、まちづくりの関連で見てみると2つの動き

に注目しなければならない。…つは地方分権一括法による、横割りの地方自治法制の改正

を通じた改革の部分である。もう一つは都市計画法などの改正を中心とした、個別法によ

る各分野別の改革である。

1　地方分権一一括法の成立と自主条例

　地方自治法制の抜本的な改正である地方分権一括法の成立は、国と地方公共団体の関係

を構造的に変えるものである。具体的には機関委任事務制度が廃止された結果、地方公共

団体の事務が再構成され条例の制定権が飛躍的に拡大したと考えられることである。

　機関委任事務は条例の制定権の範囲ではないと考えられてきた。都道府県知事がこれま

で決定してきた都市計画区域の決定や市街化区域、市街化区域の地域区分の決定等はすべ

て機関委任事務であり、したがってこの分野は条例制定権の範囲の外と考えられ、この分

野に関する国と地方公共団体のの関係は主従の関係とも言えるものであった。

　しかし地方分権一括法により機関委任事：務は廃止され、地方公共団体は自治事務として

都市計画の事務に携わることになった。

　その結果、従来国会が立法により、中央省庁の仕事をきめ、その中央省庁が仕：事の一部

を地方公共団体に委任または委譲していたと考えられていたものが、地方分権一括法の成

立以後は国会が立法により行政の事務としたものは、中央省庁の仕事とするか、地方公共

団体の事務とされるかは、それぞれ法の定めるところとなったと考える。すなわち自治事

務となった都市計画に関する事項は、国会から直接に地方公共団体の事務として渡された

と考えることができる。

　したがって、都市づくり、まちづくりに関する自主条例の位置づけは、従来と異なって

くると考える。従来は自主条例を制定する場合、個別法との関係慎重すぎる注意を払い、

個別法がカバーしているの領域を周辺領域を含めて幅広く考え、その領域を侵してはいけ

ないと考えるのが一般的であった。

　しかし上に述べたように地方公共団体は自治事務として都市計画の事務に携わること

は、法令に違反しない限り、すなわち法令と同じ目的で、同じ対象に対して異なる規定を

しないかぎり、自主条例は自由に制定することができると考えることができる。

21都市計画法の改正と委任条例

　もう一つは都市計画法などの改正を中心とした、個別法による各分野別の改革である。

　個別法制の改革で地方分権の動きに寄与する数少ない法改正として都市計画法改正が考

えられている。

地方分権に向けての改正としては、大別して「法定メニュー化」と「委任条例化」が考

一87一



えられる。「法定メニュー化」が法令の地方分権への一般的な解であるとと言われている

が、ここでは自主条例との限定的な議論をするため、「委任条例化」を中心に検討するこ

ととする。

　すなわち条例に関係する点を述べれば、委任条例を公共団体が柔軟に活用するこどに

よって、地域の多様な都市づくりに対応して行くことへの始まりが都市計画法の近年の数

度の改正で徐々に実現している。

　委任条例を幅広く、柔軟な形で自治体が運用できるようにする考え方とは、法令を中心

とした秩序化の中で地方分権を進めるものである。都市計画法に関係する委任条例には5

つの委任条例が存在する。すなわち風致地区条例、地区計画条例、美観条例、特別用途地

区条例、伝統的建造物群保存地区条例である。そのうち、すでに特別用途地区制度が改正

され、また風致地区制度、地区計画制度も平成12年2月の都市計画巾央審議会の答申で

柔軟化の方向性が示されている。

3　自主条例と委任条例の関係の進展

　…方、都市計画法など法令の上記のような条例に委ねる部分の拡大と柔軟化は、まちづ

くり条例により自治体独自のまちづくりを進めるために制定されているまちづくり条例の

あり方にも変化をもたらすと考える。それは法令を補完することを目的としたまちづくり

条例が中心であったものから、法令とは…定の距離を置き、むしろ地域の多様な行政ニー

ズに対応する総合的なまちづくり条例へと移行することである。この様な動きは既にまち

づくり条例の自主的な内容の制定と言う形で近年進展している部分である。

　しかし、今日もう…つの方向が出てきている。それは委任条例と自主条例を自治体の知

恵で一体的に運用する仕組みづくりである。

　それは法令に基づく委任条例の特質を一方で生かそうとするものである。法令に委任さ

れた条例がもつ実効性の高さ、すなわち憲法上保障されている財産権の制限について定め

るものであること、条例と都市計画法をはじめとする個別規制法の関係や、各条例問の内

容のバランス等を整理するには、全国レベルで…定のルールを定めておくことが必要な事

項については、国において定められた枠組みに依拠することが適切であるという考え方で

ある。

　しかし委任条例は担保すべき保護法益の重要性の程度など厳密なチェックがされ、実際

には今日の地域に根ざした総合的な都市づくりを支える仕組みとしては不十分であった。

　一方、自主条例がもつ内容の多様性、地域の多様性への対応可能性が、地域に根ざした

総合的な都市づくりを支える仕組みとして地方公共団体の活用するところとなっている。

　立法過程、司法過程での条例に対する旧来からの限定的な運用への強制、たとえば法の

先占領域論は過去のものとなる可能性があり、先に述べたように法令に違反しない限り、

すなわち法令と同じ口的で、同じ対象に対して異なる規定をしないかぎり、自主条例は自

由に制定することができると考えることができるような状況が生み出されっつあると考え
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る。

　この様な委任条例と自主条例の両者の特質を生かして運用しようとする動きが、自治体

の知恵で…体的に運用する仕組みづくりである。
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第6章　委任条例と自主条例の連携、一体的運用の背景

　ここでは、委任条例と自主条例の両者の特質を生かして運用しようとする動きが見られ

る事例を紹介し、さらにそのような運用がなされる背景について考える。

1　委任条例と自主条例の連携、…体運用の実際

　ここでは委任条例と自主条例の特質を生かして運用している実例を紹介し、その目的並

びに運用のあり方について検討する。

　委任条例と自主条例を自治体の知恵で一体的に運用する仕組みには2つのタイプが存在

する。第1のタイプは委任条例と自主条例との連携による一体的な運用を行っているもの

である。第2のタイプは委任規定と自主規程を単一条例に組み込み運用を行っているもの

である。

　第1のタイプの委任条例と自主条例との連携による一体的な運用を行っている事例とし

ては、京都市の「風致地区条例」（委任条例）と「京都市自然風景保全条例」（自主条

例）の一一体的、総合的な運用がある。また札幌市の風致地区条例（委任条例）と「緑化推

進条例」（自主条例）のそれぞれの条例見直しによる連携した運用も新しい事例である。

　第2のタイプの委任規定と自主規程を単…条例に組み込み運用を行っている事例として

は、神戸市の「住環境条例」がある。この条例には神戸市独自の規定である自主事項と法

令から委ねられている委任事項が一つの条例になかに一体的に組み込まれている。

　ところで、委任条例と自主条例の連携、一体的運用の理念はどこにあるのであろう。基

本的には先に述べた委任条例と自主条例の特性を考え、両者の役割を補完しあうことに

よって、実効性と総合性を確保していると考えられる。

　委任条例については、法令に委任された条例がもつ実効性の高さ、すなわち憲法上保障

されている財産権の制限について定めるものであること、条例と都市計画法をはじめとす

る個別規制法の関係や、各条例間の内容のバランス等を整理するには、全国レベルで一定

のルールを定めておくことが必要な事項については、国において定められた枠組みに依拠

しているという考え方である。

　一方、自主条例は、それがもつ内容の多様性、地域の多様性への対応可能性が、地域に

根ざした総合的な都市づくりを支える仕組みとして適切であるという考え方である。

　しかしこの様な補完関係の説明は、委任条例と自主条例の連携、一体的運用の必要性を

説明するには不十分である。なぜなら補完関係の理由のみであれば、委任条例と自主条例

をそれぞれ別個に策定し運用しても、その目的を達成することが十分可能であると考えら

れるからである。

2　委任条例と自主条例の連携、一体的運用における補完関係

委任条例と自主条例の連携、一体的運用の理念には、委任条例と自主条例の特性を考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～90一



え、両者の役割を補完しあうことによって、実効性と総合性を確保していると考えられる

と述べた背景には、「空間」あるいは「地域」の公共性という観念に行きつくと考える。

　すなわち地域的土地利用秩序形成、あるいは空間的秩序形成における公共性はどのよう

に考えられるのかということである。

　それは農業的土地利用において共同体的利用に服していた「土地空間総体」が、都市的

土地利用の進展により、区画として分割され取引の対象となる（小早川p5）状況のみな

らず、一定の市街地像を共有していた都市的土地利用が区画されて取引の対象となること

も含んで、秩序形成の課題が提起されていると考えられる。

　委任条例と自主条例の連携、…一体的運用の補完関係が必要となる背景には、地域的土地

利用秩序形成、あるいは空間的秩序形成における公共性は、　「上からの公共性」と「下か

らの公共性」と区別され、有用であると考え方、あるいは「行政的公共性」と「市民的公

共性」に区別され有用であるであるという考え方と深く係わっていると考える。

　公共性の拠り所を「国家」の単一の主体なり、「行政」の公的主体なりに帰属させる考

えと、公共性の拠り所を「地域」の多様な主体、あるいは「多様な市民の存在」に求める

かに係わるものである。

　地域的土地利用秩序形成、あるいは空間的秩序形成にかかわる規制が、憲法上保障され

ている財産権の制限について定めるものであることを中心に考えれば、「上からの公共

性」を担保する法令に依拠する委任条例に重心をおくことになるし、地域的土地利用秩序

形成、あるいは空間的秩序形成が、多くの市民の主体的な関わりによって形成されると考

えれば、「下からの公共性」、「市民的公共性」により構成される自主条例に重心をおく

ことになると考える。

　あるいは地域的土地利用秩序形成、あるいは空間的秩序形成における公共性は国が持つ

「大公共」、地方自治体がもつ「中公共」、近隣社会がもつ「小公共」のいずれにも係わ

る複合的な公共性に依存している可能性があるということである。

3　委任条例と自主条例の連携、…体的運用の直接的な背景

　委任条例と自主条例の連携、一体的運用における補完関係は、必ずしも委任条例と自主

条例の連携、一体的運用の直接的な背景となるものではないと考えると、それでは直接的

な背景は何かと言うことになる。

　委任条例と自主条例の連携、一体的運用の直接的な背景と考えられる第1は、先に述べ

た、自治事務となった都市計画に関する事：項は、国会から直接に地方公共団体の事務とし

て渡されたと考えることができることと深く係わることである。

　地方分権一一括法の成立以後は国会が立法により行政の事務としたものは、中央省庁の仕

事とするか、地方公共団体の事務とされるかは、それぞれ法の定めるところとなったと考

えれば、委任条例と自主条例は対等の位置づけにあり、それらを連携して運用することは

なんら問題がないと言うことになる。
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　さらに委任条例と自主条例の連携、一体的運用の直接的な背景と考えられる第2は、許

可基準、審査基準なども地方公共団体の事務として国会より権能を与えられていると考え

れば、委任規定事項と自主規定事項が一つの条例に一一体化して規定されていることもなん

ら問題がないこととなる。

　しかし、上で述べた第1および第2の指摘は、地方分権…括法の成立以後は国会が立法

により行政の事務としたものは、中央省庁の仕事とするか、地方公共団体の事務とされる

かは、それぞれ法の定めるところとなったことを受けて、自治体は自治事務として都市計

画の事務に携わることは、法令に違反しない限り、すなわち法令と同じ目的で、同じ対象

に対して異なる規定をしないかぎり、自主条例は自由に制定することができると考える場

合であり、都市計画中央審議会答申にある「基本方針を定めたり、住民組織を位置付ける

など、住民の積極的・主体的参加による個性あるまちづくりを条例の制定により推進する

ことは望ましいものと考えるが、条例による規制、誘導を行うものについては、都市計画

法制度において特別用途地区、地区計画等により地域の実情に応じた個性的、主体的なま

ちづくりを実現できるよう枠組みを用意しており、基本的には、これによることが望まし

いと考えられる」と言う立場とは相いれない可能性があると考える。

　その場合、委任条例と自主条例の連携、…一体的運用の直接的な背景と考えられるものは

別に求めなければならないと考える。

　それには、第4章の2で述べた条例に期待されている役割とは何かという条例の存立基

盤を考えてみることが必要と考える。具体的には、存立基盤の第4及び第5に指摘した点

が関係すると考える。

　第4に指摘した点は、「住民にとって…播身近な行政は自治体であり、また住民意志を

汲み上げるのに適しているのが自治体である。その意味で条例は住民自治にとって不可欠

の手段であり、それによって住民本位の行政が実現することである。」とした点である。

住民、あるいは民間にとって、国の法令に基づくものか、自治体の自主的なものかは基本

的に関係ないことであり、分かりやすい行政が必要であり、委任条例と自主条例の連携、

一体的運用は望ましいことである。

　第5に指摘した点は、「国の縦割り行政は基本的に是正は難しい面があり、むしろ自治

体の条例によって縦割り行政の総合化を図ることが現実的であることである。」とした点

である。自治体の役割の重要なものとして行政の総合化があるとすれば、委任条例と自主

条例の連携、一体的運用は望ましいことである。

4　委任条例と自主条例の連携、一体的運用の事例

　ここでは委任条例と自主条例の連携、一体的運用の事例を紹介する。

　（1）委任条例と自主条例との連携による一体的な運用の仕組み

　　　　京都市の「風致地区条例」（委任条例）と「京都市自然風景保全条例」　（自主条

　　　　例）の一…体的、総合的な運用
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　　札幌市の風致地区条例（委任条例）と「緑化推進条例」（自主条例）のそれぞれ

　　の条例見直しによる連携した運用

（2）委任規定と自主規定を単一条例に組み込み運用する複合的な仕組み

　　神戸市の「住環境条例」

　　京都市美観地区条例
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（1）京都市と札幌市における風致行政の展開

1）制度構成（委任条例と自主条例との連係による一体的な運用）

　表3に示すように、京都市では、1995年の「京都市風致地区条例」の改正にあたり

「京都市自然風景保全条例」を制定し、　「委任条例と自主条例との連係による一体的な

運用」を採用している。一方、札幌市では、今年度提示される「答申書」註1）（2000

年）によると「札幌市風致地区内建築等規制条例（以下「札幌市風致地区条例」）」と

「札幌市緑化推進条例」の改正にあたり、この運用を採用することを答申している。

　では何故条例の改正及び制定にあたり「委任条例と自主条例との連係による一体的な

運用」を採用したのか。両市共に、風致地区条例により実効性を担保し、　「三山の自然

風景の保全／京都市」　「都市近郊林の維持形成による豊かな生活都市の創造／札幌市」

という地域の要請や課題に応える目的をもった自主条例との連携により委任規定の強化

を意図している。

　　　　　　　＊註1）札幌市緑の審議会（2000）「都市近郊林保全のあり方について」答申書（素案）pp．6．3g

2）規定内容

　京都市自然風景保全条例は、風致地区と重複する市街化調整区域に第1種、第2種の地

区指定を行い、当地区での300㎡超等の現状変更行為と高さ10m超の建築物等を対象に

許可手続及び基準を定めるものである。一方、札幌市緑化条例では、風致地区を含む全

市に表1に示す　～　の6区分のゾーニングがなされ、地域の実情に応じた段階的な許可

基準が導入される予定である。当然これらの手続においては、委任条例と自主条例が一

体的に運用されることとなっている。

　その具体的な規定内容を両市の風致地区条例との関係から前段の委任規定の限界と照

合して整理すると（表2）、委任規定の「制約的限界」（制約の程度に関する限界）に

対する規定（図2／　　）と「方法的限界」　（方法の不足に関する限界）に対する規定

（図2／①②③）ある。また、市民の意向を反映させるための強化規定（図2／④⑤）が

ある。

　それぞれの規定を詳細に見ると、まず、「制約的限界」に対する規定においては、

基準では、表4に示すように両市共に風致地区条例より高率の緑地率を定めている。さ

らに京都市では、　罰則では1年以下の懲役を上乗せしている。とりわけ緑地率につい

ては、札幌市では、市街化区域には風致地区条例の基準が適応され、市街化調整区域に

札幌市緑化推進条例の基準が適応されるよう工夫されている）。つまり、両市共に法令

の趣旨に背離しないよう市街化調整区域に自主条例の高率な基準が機能することとなっ

ている。

　次に、「方法的限界」に対する規定においては、、①既存の緑地を保全することを意

図し、残存緑地率、保存樹林率、②二次開発の防止のための属地無制限を意図し、自然

風景保全緑地登録簿、保存樹林制度という独自の規制方法を定めている。また京都市

は、③基準による制約だけでは守ることが困難な風景に対し、風景アセス手続を設けて

いる。具体的には、許可申請に伴い「申請に係る行為が自然風景に及ぼす影響の予測及

び評価を記載した図書」の提示を義務づけている。この予測及び評価を判断する協議で

は、独自の制約の根拠を示す、地域の実情を反映した客観的なデータとして、GVISと
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表2　京都市と札幌市条例規定内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　凡椀．餅②q＞⑤鼠致地区条鯛と連携する規定内容（O②：強化した規定，①一⑤：付於した規定）

京都市条例 厨的及び対象 制度の概要 札幌市条例 渇的及び対象 制度の構腰

委任

�

京都市風致地

@医条例
P970年制定

§的：風致の維持

ﾎ象：都市計画区

・許可制・1種～5種種別指定

i独自規定内容は表1参照）

札幌市風致地区内

囃z等規制条例

@1992年制定

霞的：風致の維持

ﾎ象：都市計画区

・許可制・雁～4種種別指定

�ｶの規定内容に保全方針の策

閨E風致地区の種別化・緑地率

1995年改訂 域 2◎00年改訂予定 域 4つ

京都市自然風

i保全条例

目的：三山の自然

洛iの保全と育成

・第1種、第2種種別指定

E許可制債取り制度なし）
札幌市緑化推進

@　条例

目的：緑の保全と

｢成

・6区分／ゾーン区分・許可制

F緑地率：表4参照

1995年制定 対象：市街化調整 ⑦緑地率：：表4参照 1977年制定 対象：全市／土地 ①保存樹林率，②保全樹林制度．

自主
区域／現状変更行 ②罰則：懲役1年以内 2000年改訂予定 形質の変更、樹木 ⑤里山地域の用途規制

条例
為（第1種300㎡ ①残存緑地率 の伐採、物件の推 ⑤里山づくり基本方針

以上，第2種100◎ ②自然風景保全緑地登録簿 積、建築物の建 ※既存の制度：緑の基本計画，

㎡以上）腐さ10 ③風景アセス手続 築、工作物の建設 緑保全地区，保存樹林，緑化の推

鵬以上の新築 ④支援制度 僻細は検討中） 進，緑の市民活動，審議会

註） 礼幌市の条例については、改正後の規定内容を答申書素案から抜粋している。

表1　京都市と札幌市条例における緑地率等の基準

京都市風致地区

@　条例 緑地率

京都市自然風景保全

@　　条例 緑地率 残存緑地率

第1種地域 40％ 蜘種地区 70％ 50％

第2種地域 30％ 第種地区：市町特認 50％ 35％

第3～5種地域 20％ 第2種地区 50％ 35％

いう地図情報が活用されてる。

　さらに市民の意向を反映させる規定として、京都市では、④市民公益活動の育成を意

図し、住民等に対する支援制度を設け、札幌市では、⑤住民主体の里山の維持・形成の

仕組みとして里山用途規制と里づくり基本方針を設けている。とりわけ⑤は、表1

里山用途地区を対象に、地域住民が主体となり地域振興、土地利用、環境整備に関する

方針等を定めた計画を策定し、認定された地：域から順次地域住民の充分な合意を得た土

地利用の用途区域として指定していくというものである。
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京都市における景観保全について

三方を山に囲まれ，市街地の真中を鴨川が流れる「山紫水明の都」と評されてきた。

昭和5年

昭和39年

昭和41年

昭和45年

昭和47年

60年代

平成3年

自然景観の保全として風致地区を初指定（約3，400ha）。その後，昭和6年，

7年，24年，25年，35年と拡大
双ヶ岡の開発問題，京都駅前の京都タワー建設計画…保存と開発をめぐる景観

論争が社会問題となる。

（同時期に鎌倉市鶴ケ岡八幡宮の裏山や奈良春日山の開発問題が表面化。）

「古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法」制定。

建設省都市局長通達による風致標準条例。京都市においても市規則から初めて

風致地区条例（現行条例）を制定。

「市街地景観条例」制定。京都の特色ある歴史的な町並みを保全する制度とし

て，現在の文化財保護法に基づく伝統的建造物群保存地区の前身である「特別

保全修景地区」を指定。

土地投機と建設ブーム（バブル経済）という社会情勢の変化から現実とのギャ

ップ→古い歴史を持つ京都市の景観整備制度の全面的見直しの必要性

（市街地）投機目的の地上げ・無秩序なマンションや事務所ビルの建設

　　　　　　　　↓

　　　　　市街地の景観の乱れ・市街地の土地高騰

　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　市街地周辺部への土地利用の拡大

　　　　　（建設資材置場建設のための開発行為，建設廃材の不法投棄などの

　　　　　　違反行為の増大）

　　　　　　　　↓

　　　　　自然景観の破壊

「京都市土地利用及び景観対策についてのまちづくり審議会」を設置。

2次にわたって答申を受け土地利用と景観対策に関する方向性を打ち出す。

市域において保全・再生・創造が調和したメリハリある景観対策を進め，それ

ぞれの地域に応じた景観整備施策を講じるべきであるとの提言。

平成7年　　［答申の具体化］

　　　　　　・「京都市市街地景観条例」を全部改正し，新しい市街地景観整備制度を盛

　　　　　　　り込んだ「京都市市街地景観整備条例」を制定

　　　　　　・「京都市風致地区条例」の一部改正

　　　　　　・「京都市自然風景保全条例」の新規制定
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平成8年　・開発を凍結的に抑制する「歴史的風土特別保存地区」の拡大

　　　　　・風致地区制度の見直し（指定地区の拡大及び種別の細分化）

　　　　　。自然風景保全地区の新規指定

2　京都市の風致行政

条例上の基準

審査基準

風致保全計画

…高さ・建ぺい率・後退距離・緑地率・風致保全緑地

…条例・規則に定めるもの以外の許可の基準

…条例第1条の2に規定

　・各風致地区における維持すべき風致の内容

　・建築物等の重点的な修景の内容

　・風致の維持のための施策に関する内容

許可の取扱基準…許可することができる内容をわかりやすく具体的にまとめたもの

「京都らしさ」を大切にしたまちづくりに取り組む。

　京都市での風致地区条例に基づく指導は，標準条例の規制の枠に止まらず，独自的な

上乗せ規制による風致地区制度の運用。

　昭和58年風致地区内における建築物等の種別基準を制定

「風致との調和」の適否の判断…「位置，規模，形態，意匠」

　規模…数値的基準による判断が可能

　位置，形態…デザインの基本であり，数値的判断でなく総合的判断が必要

　意匠…美的感覚の領域。判断が難しい。

　（風致指導の心）

　京都らしさを守るという風致の心を伝え，良いところを共に守っていきたいという

姿勢で説明し，説得に当たるよう心掛けている。

　風致条例の「都市の風致を維持する」という目的については，高さ，建ぺい率，後退

距離等の基準を守れば，開発されても風致の維持が実現されていると理解されている。

　これが現在の風致条例の目的であり，かっ限界である。→京都市においては，上乗せ

規制で全国で最も厳しくきめ細かい指導＝行政指導→従うかどうかは申請人の任意であ

るため，目的の実現ができなくなってきている。
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以下の頁は著作権者の許諾を得ていな

いため、公表できません。



（2）神戸市民の住環境等をまもりそだてる条例の展開

1）制度構成（委任規定と自主規定を単一条例に組み込んだ運用）

　1994年4月に制定された「神戸市民の住環境等をまもりそだてる条例（以下r住環境

条例」）は、従来、個々に運用してきた住環境保全を趣旨とした委任条例（都計法、基

準法の委任条例）及び自主条例や要綱を統合し、これらの多様な規定を一体的に定めた

ものである。そして、1999年7月に近隣住環境制度という自主規定を付加し現在に至っ

ている。従って、この条例は、図1が示すように、都計法及び基準法に委ねられている

特別用途地区を含む4制度の委任規定と①近隣住環境制度、②指定建築物制度、③事前

届出制度、④ワンルームマンション及び特定共同住宅に係る規定という自主規定を複合

し構成している。なお、条例による委任規定と自主規定の明示にあたっては国土交通省

（元建設省）の指導により面立てを分離した経緯がある。神戸市では、これらの様々な

規定を一つの条例に定める意図として、住環境の向上を趣旨とする制度を一体的に定

め、住民に理解が得られ易い独自の制度化を図ったとしている。

2）規定内容

　では、これらの複合する自主規定と委任規定はどのような関係にあるのか。自主規定

である①近隣住環境制度、②指定建築物制度、③事前届出制度）を委任規定との関係か

ら見てみたい。

　まず、①近隣住環境制度は、図2に示すように、住民の発意を計画化するための仕組

みと、この計画（近隣住環境計画）を建築規制の弾力的な運用及び事業に結びつけるた

めの手続を定めるものである。委任規定との関係では、近隣住環境計画を、委任規定が

定める地区の計画等（特別用途地区、地区計画、建築協定）に展開することが想定され

ている。この関係により、住民の合意や理解を得る仕組みが必ずしも充分とはいえない

委任規定に住民の意向が反映されるものとなる。逆に、地域側からすれば、住民の意向

確認
@藍＝ヒ
性格
　　　　　　凡｛慰規手：規制のための手続
y委任規定】　住民意向：住民の憲向の反映

対象
住民

@欄

※3）
○ 規制

第3章

ﾊ8条」9条

・特別用途地区内における

囃z物の建築制限（法49条

@SO久

地区 ×

○ 規制
第3章

^21条一32条

・地区計画等の区域内にお

ｯる建築物の用途等に関す

@1　　ご68久

地区 ×

× 代手
第4章／　久　　　　久

・建築協定（法第69条） 地区 △

○ 規制
第3章

Q0条

　日影による中高属建築物

ﾌ高さのり限　法56条

建築

ｨ
乙

鰯欄鷹傭

自霊規定

口開圏御■麟 △ 川手
第4章／　久　　　　　久

①近隣住環境制度 地区 ◎

繍縣麟聯 △ 手続
第2章／

P◎欠一15欠
②指定建築物届出制度

2
6章　37条 日照協調ワ　員

建築

ｨ

※¶）

U■轡三二曝

ｦ2）刷日罵馴開■

◎ 手続 第1章の2 ③事前届出制度 騨 ×

巨儒編■巳 △ 規制 第2章／9条
ワンルームマンション及
@ゴ±属　自こ　、

建築 溢

図1住環境条例の構成及び規定内容と委任規定との関係
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◇市民的公共性に基づくまちづくりの実現　　◇行政的公共性に対する

◇行政的公共性と市民的公共性との整合

図2　住環境条例概念図

を実効性の高い法令制度に導くことが可能となる（図1）。

　次に、②指定建築物制度は、図2に示すように、日影規制対象建築物（基準法56条の

2）、ワンルームマンション、特定共同住宅を一体の「指定建築物」とし、標識設置や近

隣説明会等を義務づけている。これらの規定は、重複する委任規定と自主規定の対象を

一体的に定め、その対象の建築行為を周辺住民に事前に周知し、合意手続を定めるもの

なのである。つまり、当制度は、政策的に重要とされる建築行為等に対する住民の合意

形成において、委任規定と自主規定に分離された対象を一体的に定め合理化を図ってい

ると考えられる。なお、従来、神戸市では基準法56条の2導入（1977年）以前に現状の

「指定建築物」に対する合意手続を定める条例（1972年制定「神戸市民の環境をまも

る条例」）が存在し、むしろ法令制度の導入において委任規定と自主規定に分離された

対象を再び当条例の制度で一体的に規定したとしている。

続いて、③事前届出制度は、「確認申請等をしょうとする建築主は、当該確認申請等

に係る計画の内容その他規則で定める事項を、規則で定めるところにより、当該申請等

をする前（30日前）に市長に届けなければならない。」として当条例で定める委任規定

と自主規定を申請手続以前に一体的に指導するものである。また、この運用にあたって

は都市計画課が全ての届出の窓［コとなり、庁内で住宅局建築調整課が住環境条例に関す

る全ての規定を総合的に指導できる手続を採用している。
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（3）京都市市街地景観整備条例の展開

1）制度構成（委任規定と自主規定を単一条例に組み込んだ運用）

　1972年4月全国に先駆け制定された京都市の「市街地景観条例」は、都計法8条1項6

号に規定される美観地区及び特別保全修景地区など京都の特色ある歴史的な町並みを保

全する制度を整備し、市街地景観の保全に寄与してきた。そして、1995年3月、「地域

ごとの町の特色を把握し、きめ細かいまちづくりの規制と誘導策を樹立すべき」との提

言のもとに、旧条例を廃止し、都計法に基づく美観地区に加えて、新たに①建造物修景

地区、②沿道景観形成地区、③歴史的景観保全修景地区、④界わい景観整備地区、⑤歴

史的意匠建造物の保全制度及び⑥市街地景観協定に関する6つの独自の制度（自主規

定）を盛り込んだ「市街地市街地景観整備条例」を制定し、現在に至っている（表
3）。

　京都市では政策上、土地利用と景観対策に関する方向として、この条例が対象とする

都市部の市街地を「調和を貴重とする都心再生地域」に位置づけ、地域に応じた景観整

備施策を講じるため、委任規定と自主規定を複合的に定めた条例を制定している。とり

わけ美観地区は、都計法及び基準法を根拠とし、実効性が期待できる点、また、その長

年の運用成果からこの条例の主軸とされている。

2）規定内容

　まず、法令との関係から美観地区に関する規定内容を見ると（表4）＼基準法68条が

ザ建築物の敷地、構造又は建築設備に関する制限」のみを条例に委任しているのに対

し、京都市の美観地区では、建築物・工作物の位置、規模、形態、意匠、設備、色彩に

関する制限事項を規定している。京都市では、この規定に関し、対象とする工作物につ

いては、自主的な規定であるが、基準については、建築協定等にある法令で用いる方法

に準ずるものであると述べている。しかしその一方で、承認申請の解説においては、基

準法の上乗せ規定の性格を持つとしている。そして、当対象行為に対し承認制をとって

おり、上記の制限事項における基準により建築確認申請前に指導が行われることとなっ

ている。

表3　京都市市街地景観整備条例の制度構成

根拠法令 制度 実施年月
条例

駐I
地区目的 指定仮称 面積／ha

委任

�

基準

@
美観地区 1996．◎5 市街地の美観の維持・修景

5種類
P◎地区 1804

①建造物修景

@　地区
1996．05 地域の固有性の演出

壌種

Q種
4904
P952

沿道景観形成

@　地区
壌999．06

幹線道路等の道路と沿這の

@　　　景観整備
御池通 壌7

自主

�

③歴史的景観

@全彦　地区
1999．06

市固有

ﾌ市街
n景観
ﾌ景観
`成及
ﾑ保全
ﾆ継承

木造和風蛾外観による町並

@み　観の｛全・彦
祇園縄手

_園町南
t8
?０2

地
方
自
治
法
1
4
条

④界わい景観

@整備地区
1997．03

P999．06

地域固有の町並み景観の

@　　　整備

伏見南浜

O条通り
繪齧ﾎ郷

25

V
2
2⑤歴史的意匠

@建造物
1997．03

歴史的意匠をもつ建造物の

@　　外観意匠保金
静 48件

⑥市街地景観

@協定地区
1999．◎6

Q0◎◎．◎1
景観協定締結の認定

四条：大宮

ｼ陣大黒町

6．2

狽Q

註）件数、区域面積は2000。扮現在
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表3　法令と京都市市街地景観整備条例の規定内容

法令 基準 京都市市街地景観整備条例

制度 目的文 美観地区 地区計画 建築協定 目的文 美観地区

壌条 68条 68条の2 69条 自治法14条 （基準法68条

対象 建築物 建築物 建築物 建築物 建築物・工作物 建築物・工作物

敷地 敷地 敷地 敷地 位置 位置

構造（註） 構造 構造 位置 規模 規模

制限 設備 設備 設備 構造 形態 形態

事項 用途 用途 形態 意匠 意匠

意匠 設備 設備

設備 その他必要事項 色彩

用途

規定 最低基準
美観維持

@基準
目的とする環境保全基準

京都市固有の景観の保全・再

ｶ・創造に関する基準

註）構造の用例：①主要構造部（柱、壁、床、梁、屋根、階段）、②耐火構造、準耐火構造、防
火構造③大規模建築の主要構造（木造、組積構造、RC造、　SRC造

　　　　　　　　出典／京都市都市計画局都市景観部「美観地区制度の位置付け」

　次に、美観地区、すなわち委任規定部分と他の6つの自主規定との関係を見てみる

と、①～④については、各制度ごとに地区指定手続と当地区での承認基準と努力義務規

定持ち、届出を地区毎の対象行為に対して義務づけるものとなっている。つまり、美観

地区と①～④の制度による地区との直接的な関係はない。ただし、同一所管課の担当者

がこれらの委任規定と自主規定の整合を図りながら政策に即した一貫した運用を行うこ

とにより、都心部の市街地の調和を担保しているという。また、⑤歴史的意匠建造物の

保全制度は、歴史的意匠建築物の指定を行いその移転、除却を制限とその修理又は修景

の補助を行う制度であり、⑥市街地景観協定については、地域の景観整備に取組む団体

に対する支援制度と土地所有者による市街地景観協定の認定を定めた制度である。これ

らの制度は、美観地区を含む全ての地区を対象としたものである。
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京都市の景観施策変遷…覧
制度・地区名 糎月 目的 指定甑● 二二淘
風致地区 1930．02 自然風趣の維持 5種類17地区17，831 難劉19：111

屋外広告物 1956．U

X

危害の防止
?観の維持
i屋内広告物の規制）

市域全域 屋外広告物条例　　　　　　　（56。U）劉麟濃醗｝◎3齢

歴史的風土保存区域
搆ﾖ趾蜷蹴

1966．12
P967．02

歴史的風土の保全
�j的風土の保存

8，513

Q，861

古都保存法＊1地区拡大（96．11）

近郊緑地保全区域 1969．04 都市近郊の緑地保全 3，333 酸幽腿駒艦附る醜
脚備醗駆 1996．05 都市近郊の緑地保存 2地区　　212

美観地区 1972．09

P972．09

市街地の美観の維持

黶@　り　　噸　　鱒　　繍　　輪　　鱒　　贈　　脚　　o　　嶋　　輔　　哺　　輔　　一　　”　　哺　　噂　　樽

囃z物以外の工作物制限

　　　　1，804
@　（当初　932）

黶@　一　　僧　　鱒　　噌　　嶋　　蝉　　一　　鱒　　噌　　一　　鱒　　一　　一

@　　　（932）

市街地景観条例傭群舞噺（96．5）〔建築基準法」襯一儲蝉　一畳鱒　聰備虚蝉燭賜揖一・噛襯騨構蝉櫛

｣撃灘釜興
1巨大工作物規制区域 大規模工作物制限 （6096）

一　　一　　幡　　鱒　　備　　岬　　蝉　　一　　騨　　一　　輔　　”　　　o　　囎　　囎 脚　　聯　　榊　　o　　噂　　一　　鰯　　噂 一　　禰　　一　　輔　　一　　階　　鱒　　一　　曙　　一　　噂　　哺　　鱒　　端　　贈　　樹　　一　　嬬　　　聯　　哺 榊　　一　　鱒　　轍　　欄　　欄　　輩　　輔　　一　　榊　　備　　聯　　輔　　一 一匹嫌@一　幅　刷勲　輪　鱒　鞘　囎●　鱈　欄　噂　榊　一五　輔　疇酔　｝　曽　堺　潮噂　榊

特別保全修景地区 1972．09 伝統的町並み景観の保全 丁寧坂　　（5。3） 市街地景観条例
修景 祇園新橋（1．5） （76＿6　に伝髭工区に：移行　96●8に廃止）

伝統的建造物群保存 1976．06 伝統的町並みの保存 産寧坂　　8．2 伝建地区条例＊2
地区 祇園新橋　1．4 し文化財保護法］

鳥居本　　2．6 最新変更（95．12）
’ 上賀茂　　2．7

緑地保全地区 1981．ll 市街地の緑地保存 4地区　　238 都市緑地保全法
（近軽輩特蘇全塘区を含む）

歴史的界わい景観地 1985．12 地域特色のある歴史的町 三条通　　（6） 歴贈界紳羅詮鰭魏

区 並み景観の保全整備 上賀茂　　（22） （97．3に廃止）

自然風景保全地区 1996．05 盆地を囲む山並みの自然 ！種　　14250 自然風景保全条例
風景の保全 2種　　11530 （繭化叢門構）〔自治法1

美観地区 1996．05 市街地の美観の維持・修 5種類 市街地景観整備条例　　　’
景 10地区　　1804 （96．5施行）

麹駆腱難燃よる籟

建造物修景地区 1996．05 地域の景観固有性の演出 1種　　　49G4 市街地景観整備条例
2種　　　1952 〔自治法ユ

櫛　　燭　　一　　噌　　一　　脚　　一　　一　　葡　　禰　　嶋　　嶋　　弓　　一　　一 一　　増　　榊　　庸　　噂　　輔　　幅　　　噌 一　　嬬　　哺　　轡　　胴　　噛　　糟　　輔　　噸　　欄　　嚇　　輔　　榊　　噂　　一　　岬　　輪　　贈　　噛　　嚇 葡　　一　　　昂　　　噌　　　鞘　　・●　　一　　　酬　　　繭　　嶋　　　噂　　鞘　　囎　　構

沿：道景観形成地区 1999．06 幹線道路等の道路と沿道 御池通　　　17
の景観整備

一　　鞄　　噸　　脚　　噌　　噂　　帰　　榊　　需　　一　　禰　　嶋　　一　　〇　　備 一　　暢　　噛　　噌　　噛　　輔　　贈　　鵜 糟　　卿　　鴨　　備　　q　　輔　　嚇　　㈲　　糟　　欄　　⇔　　曽　　囎　　輪　　一　　r　　蝋　　輔　　顧 瞬　　一　　鱒　　一　　一　　噸　　鼎　　－o　　嚇　　鱒　　儒　　卿　　鱒　　一

歴史的景観保全修景 1999．06 木造和風外観による町並 縣・備　　工．8
地区 み景観の保全・修景 祇園町南　10．2
一　　葡　　鞠　　囎　　4　　堺　　o　　o　　葡　　柳　　一　　一　　備　　膚　　醐 囎　　燭　　卿　　　曹　　嶋　　帰　　輸　　　鞠 鴫　　疇　　一　　一　　　葡　　一　　〇　　一　　曾電　　禰　　轍　　轍　　一　　印　　　岬　　鵯　　嚇　　噛 畠　　　一　　一　　輪　　鱒　　“　　嶋　　の　　一　　一　　喝　　囎　　噛　　φ

界わい景観整備地区 1997．03 地域固有の母磁み景観の 伏見南浜　　25

構　　縣　　葡　　輔　　一　　“　　囎　　嶋　　騨　　鱒　　縣　　儒　　螺　　帰　　o

1999．06

＿．
�Q＿＿．＿ 三条通　　　7繪齧ﾎ郷　　22輔　　一　　一　　囎　　o　　櫛　　鱒　　一　　囎　　鱒　　価　　骨　　囎　　一

市街地景観協定地区 1999．06 景観協定締結の認定 四条大宮　6．2 認定年月
2000．Ol 西陣大黒町1．2

鱒　　霜　　禰　　輔　　輯　　噂　　噂　　噂　　禰　　岬　　帰　　帰　　聯　　嶋　　鴨 噛　　喘　　喘　　櫛　　一　　一　　嶋　　鴫 o　　　聯　　縣　　一　　一　　儒　　禰　　q　　贈　　一　　帽　　噌　　疇　　輔　　ψ　　嚇　　噌　　繭　　一 囎　　硝　　軸　　●　　●　　嫡　　一　　一　　一　　葡　　一　　喘　　帰　　瀬

歴史的意匠建造物 1997．03 歴史的意匠をもつ建造物の外観意匠保全

48件 洋風建築。町家など

／

注）本市で実施された景観施策を実施年次噸に掲載している
　　件数，区域面積は平成乳2年早月現在　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（）は廃止した面積
　　　　古都保存法は古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法の略　　　＊1
　　　＊2伝建地区は伝統的建造物擬保存地区の略
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蔓観地区内の建旧物に係る甚準一覧

一
H
O
o
◎
1

各種別に共通する基準、 種 別　　　　　　ご と の 基　　　　　準

条例で定めている埜準 規　　則　　別 表　　で　定 め　　る　術　的 細　　目

規模及び形慧
琶
l
l 建築物の高さ 意匠の概要 屋　　　　根 軒瓦　は庇 特　定　壁　面 外　　　　　構 塔屋等の高さ

規模及び形態が，歴史的な建造物

及び公共施設の外観並びに周辺の 鯖 ！2m以下 勾配屋根を持つ和風の ・4／10～5／1◎の勾配 ・深い軒を設けるこ ・軒・庇が出せるよう道 ・道路に面して空地を股ける

町並みの鍛観と調和し，かっ、均 で （塔屋等も高 建築物とし，最上階及 屋根とすること と 路境界から十分に後退 場合は，和風の塀，門扉等

整の取れたものであること 種 さに含む。） ぴ各階に深い軒又は庇 ・灰色越調の日本瓦 ・灰色基調の日本瓦 し，3階以上の壁面は の設置により町並みの連続
地 を設けること 又は銅版等の光沢 又は銅版等の光沢 2階壁面より更に後退 性を保つこと ●6●

意匠及び色彩 域 の無い金属板仕上 の無い金属板仕上 すること

意匠がけばけばしい色彩，過度の げとすること げとすること ・意匠は和風とすること

装飾その他周辺の町並みの景観に ・壁面は，光沢の無い落

：違和懇を与えるものでないこと ち着いた色彩とするこ

ﾆ
建築設備 第 15m以下 和風の雰囲気を持つ建 ・勾配屋根又は最上 。深い軒又は庇を設 6m以下
建築設備が公共空地から見える位 2 築物とし，勾配屋根を 階に庇が設けられ け，瓦又は金属板 但し，規模・形態が歴

億に鰯出していないこと 穆 設けない場合は軒又は ていること 仕上げとすること 史的な建造物及び公共施
地 庇を設けること 設の外槻並びに周辺の町

贋上施設の催景 域 並み景槻景観と調和し，

塔饅及び屋上に設ける廼築設備は かっ。均整の取れたもの

適切な修鍛描偬が施され，かっ， と認められるときはこの

位置，規模，形態及び意匠につい 限りではない（＊1）

て，建築物の本体と均整が取れて

いること 第 20m以下 山並み等の背景を生か 8m以下
3 した和風を甚凋とする

種
地
面

建築物とすること。

篤 20mを超え 1階部分に深い軒又は ・1階部分に軒又は庇が ・道路に面して空地を設ける
4 るものについ 弓状のものを設け，水 設けられるよう道路境 場合は。塀，門扉等の設置
租 ては審議会の 平的な広がりを強調し 界から十分に後退する により町並みの連続性を保
地 意見を聴く。 たものとすること。 こと つこと

賊 ・4階以上の壁面は3階 ・意匠は当該地城の町並みに

壁面より更に後退する 違和感のないものとするこ
こと と

・光沢の無い落ち着いた

色彩とすること

・（＊1）

第 水平的な広がりを強調 ・1階部分の道路に面し

5 する意匠とし，高さ た壁面を充分後退させ
●φ・

微 31mに水平線を強調す ること

地 るデザインを施し、ス ・落ち着いた色彩とする

域 カイラインを楚えるこ こと

と ・（＊1）


